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○本報告書の構成について 

 本報告書は、１事業を見開き２ページで構成し、左側のページには各委員からの

意見とそれに対する市の方針について、右側のページには事務事業評価シート（様

式１）を掲載しています。 

○事務事業評価シートの記載内容の変更について 

事務事業評価シートにつきましては、行政評価委員からの意見を受けて、外部評

価実施前のものから一部変更しています。 

事務事業評価シート変更箇所一覧 

No 事務事業名 変更内容 頁 

1 ビデオ広報刈谷製作事業 ・「主たる内容」欄の（年３本）を（年３本以内）

に修正 

3 

2 自動車管理事業 ・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 5 
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・「指標」欄に「各種相談に対する市民の満足度」
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11 

6 文化財保存整備事業 ・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 13 

7 スポーツ教室開催事業 ・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 15 

9 排水機場改修事業 ・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 19 

13 地域福祉基金運用事業 ・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 27 

15 子ども医療費助成事業 ・「指標」欄に新たに「受診件数（レセプト件数）」

「レセプト１件あたり助成額」を追加 

31 

16 市街地整備促進事業 ・「指標」欄を「住居系区域内人口」「工業用地延

べ建築面積」に修正 

・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 

33 

17 緑の街並み推進事業 ・「目的」欄の記載内容を修正 

・「指標」欄を「緑や自然を身近に感じることがで

きると思う市民の割合」「市街化区域の緑被率」

に修正 

35 

18 公共施設連絡バス運行管理

事業 

・「目的」欄の記載内容を修正 37 

19 刈谷生きがい楽農センター

運営事業 

・「指標」欄を「遊休農地の解消面積（抑制面積を

含む）」に修正 

・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 

39 

20 創意ある学校づくり事業 ・「指標」欄に新たに「継続的な実施により学校の

特色が明確になった学校数」を追加 

・「他市との比較検証」欄に記載内容を新たに追加 

41 
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事業名 ビデオ広報刈谷製作事業  担当 企画財政部広報広聴課  No 1 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

いろいろな広報機会がある中で、市民ニーズを把

握し、本当にいい手段であるのか総合的に検討して

いただきたい。  

ビデオ広報は、映像で市民に市政への理解と参加を

促すことや市政情報の映像による保存を目的として

います。映像という手段を効果的に利用できる題材選

定に留意していきます。  映像でないと伝えられないものと、必ずしも映像

でなくても伝えられるものの線引きをお願いした

い。  

作ることが目的ではなく、いかに活用されるかが

本来必要なので、必要とされているものを、必要と

されている時に、必要な数だけ作れば良い。予算に

も工夫が必要である。何がどれくらい活用されてい

るか評価を取るべきである。  

ビデオ広報は、映像で市民に市政への理解と参加を

促すことや市政情報の映像による保存を目的として

います。  

製作にあっては、施策や事業の担当課とも調整を行

い、利用目的や利用方法などを十分に検討したうえで

製作してまいります。  

なお、今まで以上に製作後の利用実績の調査や

YouTube のアクセス数などの把握に努めます。  

近隣市など広域でやった方がより内容が伝わり

やすいものがある。関係市町村に呼びかけて作り、

相互にストックしておけば、相互利用できる。アイ

デアを出せば、安いコストでレベルを落とさず、バ

ージョンアップした映像提供ができるので検討し

ていただきたい。  

今後は、観光や歴史などの分野においては、近隣市

や定住自立圏域での製作も視野に入れて検討します。 

小中学校に配布しているということだが、内容が

相応しいものか、どういう使い方を想定して配布を

継続しているのか疑問に思う。何でも配布するので

はなく、施設に適したタイトルを配布していくべき

だと思う。  

施設への配布は、広く市民に見ていただこうという

観点から配布をしていますが、小中学校については、

学校等の意見も伺いながら、配布する内容を見直しま

す。  

YouTube の視聴は、新しくできた施設を見るとき

は、その所管課のページから直接見ることができる

など、うまくアクセスできるように工夫すれば、も

う少し使ってもらえるのではないか。  

新しいホームページが立ち上がり、トップページか

ら直接アクセスできるよう改善をしました。引き続き  

YouTube を視聴しやすくする方法を工夫します。  

 

時間は２０分前後が適切なのかどうか、ＰＲなら

１０分以内で済ませた方が良い。  

ビデオ広報は施設等のＰＲのみでなく、映像で市民

に市政への理解と参加を促すことや市政情報の映像

による保存を目的としていますので、概ね１５分程度

が有効と考えています。なるべく、間延びした内容に

ならないように留意します。  

使う方も管理する方も整理がしやすい様なタイ

トルにしたほうが良い。  

管理や整理がしやすく、また市民がわかりやすいタ

イトルになるよう検討していきます。  

いつ使えるか分からなくても記録・保存で行政情

報を撮っておくことは必要。ある面ではたくさん撮

って、いかに保存しておくかを検討してほしい。  

行政情報の記録・保存は重要と考えています。その

点を十分に留意して、バックナンバーをＤＶＤなどに

データで保存しています。また、今後も制度や法律改

正などを考慮しつつ作品の内容が重複しないように

必要本数を製作していきます。  

図書館の本と同じで、ある程度のストックがあれ

ば、作成する本数を徐々に減らしていくことも考え

ていいのではないか。  

年に３本撮ることを決めつけずに、刈谷市として

映像で残しておくべきものは何か、その中で優先順

位を総合的に考えて施策を再構築していただきた

い。  

製作を年３本と決めていることはなく、年間に３本

を上限とした予算措置をしています。  

①行政情報の記録、②施策や事業等の市民への周知

の重要性、③映像という点を活かした魅力づくりな

ど、これらの点を十分に精査し、製作の本数を決定し

ていきます。  

2



鈴

S34本・DVD10

木

枚製作 各VHS36本

　

・DVD10枚製作 各

邦

DVD36枚・VHS

嘉

10本製作 ◆刈谷あれこれ
◆刈谷あれこれ ◆刈谷あれこれ ◆刈谷あれこれ DVD12枚製作予定           
　VHS12本製作 　VHS12本製作          　 　DVD12枚製作           　

・市役所、総合文化センターなどの主要施設で定期的に作品を放映し、来場者に市の取り組みをPRすることができた。

成果 ・YouTubeの動画配信数を増やし、視聴しやすい環境整備に努めた。

(できたこと) ・製作した一部のビデオは担当各課が開催する講座や研修で放映するなどし、目的の関係事業で活用することができた。

・製作依頼があった担当各課へ利用方法、利用実績の追跡調査
課題

・地区、市民活動団体での利用の促進
(できなか 

・利用を推進するビデオ広報自体の広報活動の強化
 ったこと)

・愛知県広報コンクール映像部門に入賞する魅力的な作品づくり

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 ビデオ広報YouTube版アクセス数 2,658 1,504 1,704 1,700 2,000
指標 （件）
成果  生活に必要な情報が得られていると思う市民の割 － 66.9 － 69 71
指標 合（％）

県内37市中26市がビデオ製作事業を実施
他市との
比較検証

Ｄ
　
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２１年

Ｏ

度 ２２年度 ２３年度 ２

　

４年度 ２３年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

∧

予算） 事業費内訳

事業

　

費　① 5,976 5,

　

976 5,976 5,

実

977 合計 5,976

　

,495 円
委託料 5

　

,976,495 円

施

財
　
源

特定財源 0 0 0

　

0

一般財源 5,976

　

5,976 5,976

∨

5,977

職員人件費　② 0 362 359 375

総事業費（①＋②） 5,976 6,338 6,335 6,352

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

　

画推進

基本施策 情報共

刈

有
施策体系

施策の内容

谷

広報・広聴の充実

目
　

市

　
　
的

　行政情報や市

事

民活動の取り組みなど

務

市がPR

主
た
る
内
容

○

事

「ビデオ広報刈谷」（

業

年3本以内）
したい内

評

容をビデオにまとめ、

価

広報すること 　各課か

シ

らの要望により撮影テ

ー

ーマを選定し
で、市政

ト

の啓蒙や市民参加意識

（

の向上に努め 市政情報

様

ビデオを製作する。
る

式

。また、映像による行

１

政情報の記録・保存 　

）

市内各施設や学校等で

会

の放映、YouTub

計

eによ
を行う。 る動画

名

配信、市民への貸出等

担

を行う。
○「刈谷あれ

当

これ」（年12回）
　

部

キャッチネットワーク

企

のニュース編集DVD

画

を
委託製作し、市関連

財

のニュース映像を記録

政

・
保存する。

位
置
づ
け

部

関連計画  

根拠法令  

一

対象者 対象者を限定せ

般

ず 事業期間 昭和６３年

会

度 ～

実施方法 □直営　

計

■委託　□指定管理　

ビ

□補助・助成　□その

デ

他

オ広報刈谷製作事

Ｂ
　
事
　
業
　
実

業

　
績

２１年度実績 ２２

担

年度実績 ２３年度実績

当

２４年度計画

◆ビデオ

課

広報刈谷 ◆ビデオ広報

広

刈谷 ◆ビデオ広報刈谷

報

◆ビデオ広報刈谷
No

広

.67「防災力を高め

聴

よう」 No.70「い

課

いまち刈谷新たなスN

款

o.73「健康づくり

項

、応援しまNo.76

目

「市民交流センター」

課

No.68「野菜を育

等

ててみませんテージへ

長

」 す」 No.77「よ

名

みがえれ！小垣江の
か

黒

!」 No.71「歴史

岩

の小径」 No.74「

　

『食』を楽しく」 ホタ

浩

ル」
No.69「創意

幸

工夫にあふれたまNo

 

.72「豊かなくらし

2

の原動力No.75「

1

ふるさとの歴史再発見

2

No.78「かりや夢

作

ファンド」
ち」 」 」 各

成

DVD40枚・VHS

者

10本製作予定
各VH

3



 

 

事業名 自動車管理事業  担当 企画財政部財務課  No 2 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

リースと購入でどちらにメリットがあるのかを

整理し、トータルとして購入やリースの方針を検討

していただきたい。  

プロボックスを１０年使用したと仮定して比較し

たところ、直接かかる費用（取得費用、車検費用等）

と管理にかかる工数（整備等の調整、支払事務等）を

合わせて見ても、購入の方が安価であると考えられま

すが、今後もリース車両のサービス内容を見ながら、

リース導入について検討していきたいと考えていま

す。  

他市との比較検証がないため、相場がわかりづら

い。  

ごみ収集車両や消防団車両等については、各市の事

業形態によって大きく異なるため、本庁舎で使われて

いる車両に限定し他市と比較すると、１台あたりの職

員数（人／台）の値は以下のとおりです。  

刈谷市：６．５６  安城市：７．９６  

碧南市：３．２３  高浜市：４．１１  

知立市：４．３６  

ある民間会社では社用車を管理するのに、リース

と購入の比較をしてリース化している。リース会社

を２社取り入れサービスの競合をさせている。ま

た、ひとつの部署で一括管理し、運行状況を見える

化し稼働率を上げている。社用車全台にモニターカ

メラを装着し運転状況をチェックするようにして

いる。こうしたトータルで効率化する方法について

参考にしていただきたい。  

公共団体においては税控除等のメリットがないた

め、リースの優位性はないと考えますが、今後もリー

スのサービス内容を見ながら引き続き検討してまい

ります。また、集中管理車両がすべて予約されている

時には各課で所有している車両も使えるように柔軟

な体制を検討していきたいと考えています。また、ド

ライブレコーダーについては、導入するだけでなくデ

ータ分析も必要となり、費用対効果を考慮すると難し

いと考えています。  

トヨタ関連の企業がたくさんあるので、そういう

会社で車の管理をどのようにやっているかを参考

にしてコスト削減に生かしてほしい。  

トヨタ関連企業に、社用車の管理方法や経費削減の

ための方策等の調査を実施し、その調査内容を反映さ

せ、平成２５年２月から自動車運転手による運転講習

会を実施するなど、経費削減、事故削減に取り組んで

まいります。  

各課で管理している車両の運行回数のカウント

をもっと細かくやったらどうか。複数の課でまとめ

て保有できれば台数の削減にもつながる。  

平成２５年度で予定している予約管理システムの

改修に合わせて、紙媒体で行っている各課管理の車両

を予約管理システムで管理できるようにし、各課管理

の車両を有効に活用するとともに、細かくデータ集

計・管理できるように工夫をしてまいります。  

4



指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 保有車輌台数 189 187 189 182 181
指標 （台）
成果 共用車輌利用率（昼間8:30～17:15） 63.7 67.7 67.6 70 70
指標 （％）

　１台あたりの職員数（人／台）
他市との 　刈谷市：６．５６　安城市：７．９６　碧南市：３．２３　高浜市：４．１１　知立市：４．３６
比較検証 　※ごみ収集車輌や消防団車輌等については、各市の事業形態によって大きく異なるため、本庁舎で使用し

ている車輌に限定して算出。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,706 19,739 27,075 29,341 合計 27,075,124 円
需用費 8,440,546 円

財
　
源

特定財源 2,248 725 1,087 520 役務費 2,276,733 円
委託料 6,128,640 円

一般財源 18,458 19,014 25,988 28,821 使用料及び賃借料
9,257,135 円

職員人件費　② 0 725 718 749 補償、補填及び賠
償金 362,6

Ｄ

70 円

総事業費（①

　

＋②） 20,706 2

　

0,464 27,79

　

3 30,090 公課費

Ｏ

609,400 円

建

　

設
事
業

全体事業費 0 ２

　

３年度特定財源名称

２

∧

３年度迄の累積事業費

　

0 自動車事故共済保険

　

金収入

２５年度以降の

実

事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

４

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

　

策 行政経営
施策体系

施

刈

策の内容 効率的な行政

谷

経営

目
　
　
　
的

　公務

市

を安全かつ迅速、効率

事

的に遂行するた

主
た
る

務

内
容

1．車輌の購入、

事

更新及び不用車輌の売

業

却
めに必要な公用車を

評

保有し、車輌を適切に

価

管 2．車検及び定期検

シ

査の実施
理することに

ー

より有効に活用するた

ト

め。 3．燃料、修繕等

（

維持管理
4．共用車輌

様

の貸出等管理（公用車

式

予約シス
   テムに

１

よる貸出）
5．乗合自

）

動車（大型バス・マイ

会

クロバス）
　 の運行

計

業務

位
置
づ
け

関連計画

名

 

根拠法令 刈谷市自動

担

車等運行管理規程

対象

当

者 市職員 事業期間 ～

実

部

施方法 ■直営　■委託

企

　□指定管理　□補助

画

・助成　□その他

財政部

一般会計
自動

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

車

１年度実績 ２２年度実

管

績 ２３年度実績 ２４年

理

度計画

保有車輌 18

事

9台 保有車輌 187

業

台 保有車輌 189台

担

購入予定車輌 6台
　

当

内共用車輌 54台 　

課

内共用車輌 54台 　

財

内共用車輌 54台 　

務

内新規車輌 1台
　内

課

各課等所管車輌 13

款

5台 　内各課等所管車

項

輌 133台 　内各課

目

等所管車輌 135台

課

　内更新車輌 5台
購

等

入車輌 15台(更新

長

） 購入車輌 9台（更

名

新） 購入車輌 11台

西

売却予定車輌 12台

村

売却車輌 15台 売却

　

車輌 10台 　内新規

日

車輌 4台
　 　内更新

出

車輌 7台
売却車輌 

幸

5台

　業務を効率的に

2

行うために適正な公用

1

車台数を確保するとと

9

もに、利用率等を勘案

作

して削減可能な車輌を

成

選定した。保

成果 有す

者

る車輌は車検、点検を

天

適切に行い故障による

野

トラブルの防止に努め

　

た。　

(できたこと)

雄

　公用車の事故による

貴

修理費の削減
課題

(できなか 

 ったこと)

5



 

 

事業名 男女共同参画啓発事業  担当 市民活動部市民協働課  No 3 

市の方針 ☑拡充  ☐現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

男女共同参画については、どちらかというと国の

仕事ではないかと思う。自治体だけでやれる政策と

して対応できる範囲は非常に限られている。もし刈

谷市の財政が厳しくなった時は、男女共同参画とい

うのはかなり予算を減らさざるを得ないタイプの

事業ではないか。  

男女共同参画社会基本法の「地方公共団体の責務」

にのっとり事業を行っています。委員のおっしゃると

おり、１自治体だけでやれる政策として対応できる範

囲は限られていますが、市民に対しての意識啓発、男

女共同参画につながる事業を市が行うことで、社会全

体の男女共同参画につながると考えます。  

男性の子育てや育児に対するものが多いが、国の

問題は女性が社会に出て活躍できるにはどうした

らよいかが大きなテーマになっている。刈谷市の事

業内容はテーマがぼけているような気がする。  

男女共同参画社会基本法施行後１０年の反省に、

「働く女性の支援という印象を与えたことなどによ

り、あらゆる立場の人々にとって必要という認識が広

まらず、意識改革や制度改革につながらなかった｣な

どがあり、国の第３次男女共同参画基本計画には「男

性、子どもにとっての男女共同参画」も重点分野にあ

げています。国の基本計画を受け本市では第２次刈谷

市男女共同参画プランを策定し、平成２３年度より各

事業を実施しています。  

アンケートで「男女共に仕事と生活のバランスが

とれた環境づくり」に一番関心があることはとても

健全な回答で、男女共同参画啓発事業の根本はこう

いうところにあり、この事業は少ない予算の中で真

っ当なことをやっていると思う。  

今後も第２次刈谷市男女共同参画プランの４つの

基本目標をめざしてまいります。  

国・県・市町村の役割分担をして、市はどういう

部分を担当するのか、重点化を図っていくことを考

えてもいい時期である。また、刈谷市だけでやると

は決め付けずに定住自立圏を基にした広域的な取

組や民間とのコラボで実施してもいいのではない

かと思う。  

市の役割としては、市民への意識啓発、男女共同参

画につながる事業を行うべきものと考えています。現

在も市民団体と協働して事業を行っているほか、愛知

県と共催で事業を行うなど広く事業を展開していま

す。今後は、現在実施している事業における企画展示

などにおいて、定住自立圏を基とした広域的な取組に

より、事業のさらなる拡充を図っていきたいと考えて

います。  
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村

職員への啓発
フォトメ

　

ンズコンテスト開催 （

妙

映画上映）166人 女

子

性団体等への活動支援
職員への啓発 フォトメンズコンテスト開催
女性団体等への活動支援
フォトメンズコンテスト開催

　広報紙やホームページを活用した啓発、イベントやコンテストを開催することにより、市民の男女共同参画意識の向上

成果 に努めることができた。

(できたこと)

　男女共同参画意識向上のため、活動に取り組む市民団体とより協力して啓発活動を進める。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 イベント開催回数 1 1 2 2 　2
指標 （回）
成果 職場や家庭、地域などで男女が性別にかかわりなく ― 63.9 ― 65.1 66.3
指標 活動ができていると思う市民の割合（％）

　近隣市の啓発イベント開催状況
他市との 碧南市（年1回）、安城市（年2回）、知立市（年1回）、高浜市（年0回）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 931 1,156 826 1,041 合計 825,708 円
報償費 345,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 6,640 円
需用費 156,318 円

一般財源 931 1,1

Ｄ

56 826 1,041

　

使用料及び賃借料 31

　

7,750 円

職員人

　

件費　② 0 1,087

Ｏ

1,077 1,124

　

総事業費（①＋②） 9

　

31 2,243 1,9

∧

03 2,165

建
設
事

　

業

全体事業費 0 ２３年

　

度特定財源名称

２３年

実

度迄の累積事業費 0

２

　

５年度以降の事業費見

　

込 0

施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

　

推進

基本施策 共生・交

刈

流
施策体系

施策の内容

谷

男女共同参画の推進

目

市

　
　
　
的

　男女共同参

事

画社会を実現するため

務

、「男女

主
た
る
内
容

○

事

広報紙等による啓発の

業

実施
共同参画の意識づ

評

くり」を基本目標とし

価

、広 ○国の男女共同参

シ

画週間に合わせ、男女

ー

共同
報紙等による啓発

ト

及び男女共同参画イベ

（

ント 参画に関するイベ

様

ント「あなたとわたし

式

のハ
を実施することに

１

より、市民の男女共同

）

参画 ーモニー」を開催

会

意識の向上を図る。 ・

計

各課協力のもと講演会

名

・講座等を開催
・展示

担

ギャラリーで啓発パネ

当

ル等の展示
・かりやフ

部

ォトメンズコンテスト

市

の開催
・各講座等に臨

民

時保育室を設置
○県の

活

男女共同参画月間に合

動

わせ、「かりや
映画祭

部

」を開催

位
置
づ
け

関連

一

計画 刈谷市男女共同参

般

画プラン

根拠法令 男女

会

共同参画社会基本法

対

計

象者 市民 事業期間 平成

男

１５年度 ～

実施方法 ■

女

直営　□委託　□指定

共

管理　□補助・助成　

同

□その他

参画啓発事業
担当

Ｂ
　
事
　

課

業
　
実
　
績

２１年度実

市

績 ２２年度実績 ２３年

民

度実績 ２４年度計画

広

協

報紙等による啓発 広報

働

紙等による啓発 広報紙

課

等による啓発 広報紙等

款

による啓発
ホームペー

項

ジの更新 ホームページ

目

の更新 ホームページの

課

更新 ホームページの更

等

新
啓発用ビデオの貸出

長

啓発用ビデオの貸出 啓

名

発用リーフレットの作

神

成 啓発イベントの開催

谷

（2回）（
啓発イベン

　

トの開催（講演会 啓発

孝

イベントの開催（講演

彦

会 啓発イベントの開催

 

（2回）（講演会・講

2

座・展示等）
・劇・講

1

座・展示等） ・映画上

1

映・講座・展示等） 講

作

演会・講座・展示等）

成

（映画上映）
延べ1,

者

374人 延べ1,44

野

6人 延べ1,243人
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事業名 市民相談事業  担当 市民活動部市民安全課  No 4 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

相談事業に関する近隣市との比較の資料を提出

していただいているが、他市との比較をする際に、

他部署で実施しているが市民安全課では実施して

いないという理由で空欄になっていると、刈谷市で

は実施していないのではないかということになる

ので、例えば括弧書きで説明を入れていただくとわ

かりやすいと思う。  

今後は、よりわかりやすい資料を作成していくよう

努めてまいります。  

市民が困っている相談が多かった場合、刈谷市が

こんな対策をすると相談事が減るといったことが

できたら、もっと有意義な相談事業になるのではな

いか。  

消費生活相談等に多くみられる詐欺のような被害

状況については、愛知県から提供があった情報を刈谷

市のホームページに掲載して注意喚起を図っていま

す。さらに、悪質商法に遭わない対処法として、被害

の未然防止を図るために、啓発物を全戸配布して周知

しました。  

今後、この効果については、追跡調査にて検証して

いきます。  

無料相談は気軽に相談できるメリットがあるが、

市の無料相談では対応できない場合は、弁護士会の

無料相談や法テラスなども案内してうまくやって

いく方法がある。  

弁護士相談においてすぐに対応できない場合、パン

フレット等を活用して弁護士会や法テラス等の無料

相談先を案内しています。  

どれくらいの市民に活用されているのかについ

ても分析した方が良い。相談された方にアンケート

をとり、その結果をまとめてどんな効果があったの

かを把握することも大切である。  

平成２４年９月から各種専門相談において、性別、

年代別、相談情報入手方法、満足度に対するアンケー

ト調査を開始しました。  

今後、市民サービスをよりよくするために課題分析

して、市民のニーズを把握して事業の改善に生かして

いきたいと考えています。  

この事業を行う市の考え方をもう少し整理した

方が良い。税金を使ってなぜこの事業をやる必要が

あるのか、具体的な説明が必要である。  

この事業の目的を、「市で相談サービスを行うこと

により、誰もが身近で相談できる機会を増やして事態

の深刻化を防止し、市民の生活問題の解決を図るこ

と」と整理しました。  

より多くの市民が、身近で公平に相談できるきっか

けを作るためには、市がこのような機会を提供してい

く必要があります。  

ただし、弁護士相談については、同一案件は年に２

回までに限定して、市民の誰もが広く相談できる機会

を提供しています。  

8



民の悩み解消と諸問題の早期解決の促進を図り、市民サービスの向上ができた。

成果

(できたこと)

  弁護士相談の予約が多いため、より多くの市民が早期かつ公平に相談できるように、弁護士相談回数を増やして相談体
課題

制の充実を図る必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 専門の相談員による相談可能回数の増加 1,125 1,137 1,135 1,120 1,260
指標 （回）
成果 各種相談に対する市民の満足度 － － － 100.0 100.0
指標 （％）

・弁護士による法律相談や交通事故相談については、開催回数は近隣市に比べて多いため、他市よりは市民
他市との サービスの充実が図れている。
比較検証 ・相談業務の種類は近隣市の中でも多い方であるため、比較的充実している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,586 9,455 9,452 9,596 合計 9,451,836 円
賃金 5,462,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 報償費 675,900 円
旅費 6,640 

Ｄ

円

一般財源 9,586

　

9,455 9,452

　

9,596 需用費 18

　

9,262 円
委託料

Ｏ

3,087,000 

　

円

職員人件費　② 0 7

　

,248 7,896 8

∧

,242 使用料及び賃

　

借料 30,634 円

　

総事業費（①＋②） 9

実

,586 16,703

　

17,348 17,8

　

38

建
設
事
業

全体事業

施

費 0 ２３年度特定財源

　

名称

２３年度迄の累積

　

事業費 0

２５年度以降

∨

の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 市民生活
施策体系

刈

施策の内容 市民相談の

谷

充実

目
　
　
　
的

  市

市

で相談サービスを行う

事

ことにより、誰も

主
た

務

る
内
容

  市民相談に

事

関する各種事業を行う

業

。
が身近で相談できる

評

機会を増やして事態の

価

深 （一般相談、弁護士

シ

相談、交通事故相談、

ー

登
刻化を防止し、市民

ト

の生活問題の解決を図

（

る 記・境界・測量・許

様

認可等相談、年金・労

式

務
。 相談、消費生活相

１

談、司法書士相談、労

）

働相
談、行政相談）

位

会

置
づ
け

関連計画  

根拠

計

法令  

対象者 市民 事業

名

期間 ～

実施方法 ■直営

担

　■委託　□指定管理

当

　□補助・助成　□そ

部

の他

市民活動部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２１年度実績 ２

市

２年度実績 ２３年度実

民

績 ２４年度計画

相談件

相

数  　1,549件

談

相談件数　  1,5

事

17件　 相談件数　 

業

 1,558件 弁護士

担

（週2回 ）3人
内訳

当

内訳 内訳 市民相談員　

課

　　2人
一般相談　　

市

　723件 一般相談　

民

　　691件 一般相談

安

　　　759件 交通事

全

故相談員　1人　
弁護

課

士相談　　537件 弁

款

護士相談　　534件

項

弁護士相談　　524

目

件 消費生活相談員　1

課

人　
交通事故相談　1

等

41件 交通事故相談　

長

136件 交通事故相談

名

　124件
登記境界相

塚

談　 23件 登記境界

本

相談　 24件 登記境

　

界相談　 18件
年金

秀

労務相談  　7件 年

樹

金労務相談  　6件

2

年金労務相談  　5

1

件
消費生活相談　 5

1

1件 消費生活相談  

5

 43件 消費生活相談

作

   48件
司法書士

成

相談　 64件 司法書

者

士相談　 78件 司法

杉

書士相談　 70件
そ

山

の他相談      

　

3件 その他相談   

能

   5件 その他相談

啓

   　10件
  市
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事業名 中高生の居場所づくり事業  担当 生涯学習部生涯学習課  No 5 

市の方針 ☐拡充  ☑現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

この事業の良いところは総合文化センターの中

につくっているところ。若者が公共施設に出入りす

る状況は少なく、若者たちが地元意識をつくってい

くことは良いことである。施設全体を公共施設とし

てうまく使うことを考えると、このコーナー以外の

他のセクションにも若者が出入りしている点では

効果がある。カウンセラーをつけて支援もしており

責任を持った活動だと思う。  

中高生が、総合文化センターを利用することにより

他施設の催し物や情報が得られ、気軽に公共施設を利

用するきっかけになればと考えております。将来的に

は現在の利用者をカウンセラーに育成し、継続して、

気軽に相談ができる環境づくりを目指します。  

「中高生が人や社会と関わり主体的に活動でき

るようになること」という目的があり、次代を担っ

ていける人材の育成という大きな目標がありなが

ら、ただの試験勉強の場の提供になっている印象を

受ける。事業の目的と実態が合っていないのではな

いか。  

この事業では、中高生が気軽に集まり、人と関わり

ながら、様々な過ごし方をしております。試験勉強を

している利用者もおりますが、相談やゲームのほか、

イベント（なごみんギャラリー等）の企画運営も行っ

ています。学生の本分である学業以外にも、中高生の

多様な活動の場となっていることで、事業の目的を達

成できていると考えております。  

非常に良い事業だが、刈谷市の南北問題が出てお

り、駅前だけでなくもう少し広くやってもらえると

ありがたい。これをモデルに南北 3 箇所につくって

もらうことも考えていただきたい。市役所だけでな

く、北と南はＮＰＯの運営にすることや、市がＮＰ

Ｏに補助していく方法も考えられる。  

ご指摘のとおり南部・北部・中部の各地域でバラン

スよく実施することが理想ですが、場所、人材の確保

及び安全面という課題があり、現時点では拡大する計

画はありません。本事業は、行政が事業主体であるべ

きと認識しており、ＮＰＯに運営を委託しておりま

す。  

活動指標として年間開催回数しか書かれていな

いので、中高生がどのくらいイベントの企画運営に

関われたのかなどの回数を示すと効果がわかる。  

「中高生が関わったイベントの企画運営回数」を成

果指標としました。  

税金を使ってやることを常に意識していただき

たい。税金を出しているのは市民なので、目的をは

っきりと明記し、それが果たされているかをはっき

りとさせるべきである。そのためには、成果指標が

何もないのは、問題である。数値で表すのは難しい

かもしれないが、成果を見られるようにするという

ことは重要なことだと思うので、よく検討していた

だきたい。  

この事業は、効果がすぐに、また大きく表れるもの

ではありませんので、成果の測定は、難しいと考えま

すが、イベントの企画運営回数を成果指標にするな

ど、今後は、関係者の意見も伺いながら効果測定方法

を検討していきます。  

この事業の目的は居場所がない中高生に対して

居場所をつくろうということ。現状ではいい子の居

場所が一つ増えただけで、本当に居場所がない不登

校やいじめを受けている子たちの場所になってい

ないのではないか。そうなると、本来の政策目標か

らはずれている。不登校の子やいじめられている子

など居場所のない子達にターゲットを絞り、きめ細

かく把握して専門家にお願いしていく形をぜひ考

えていただきたい。  

この事業は、中高生が放課後に気軽に集まることが

できる居場所を提供しており、不登校やいじめを受け

ている生徒は、別の事業（すこやか教室）で対応して

います。生涯学習課が行っている事業であり、青少年

の予防的な健全育成が目的の一つであることをご理

解いただきたいと思います。なお、スタッフによる相

談では対応が困難な内容につきましては、適した相談

場所を紹介するなど関係機関と連携を図っています。 

これは生涯学習課の仕事であるので、コミュニケ

ーション力をつけるなどのことを出していくのが

本来の仕事だと思う。生涯学習課がすることは、市

民に対してそうした空間を用意・提供して誰でも自

由に入れる安心安全の場があるということを認識

してもらうことであるので、子どもに対する成果の

検証となると学校教育課などの仕事にもなってい

くのではないか。  

ご意見のとおり、この事業は、中高生が気軽に立ち

寄れる場所の提供と同時に、利用の有無に関わらず、

いつでも誰でも居場所があることを認識してもらう

ことも目的の一つと考えます。  

成果の検証は、生涯学習課に限らず、他課との連携

が必要となる場面もございますが、多くの施策や関係

機関から情報を収集して総合的に行われるべきと考

えています。  
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者

ラー（仲間として相談

村

にのる人）養成講座を

口

(できたこと) 行い、

　

相談に対応できる知識

美

を習得した。活動内容

保

、イベント等をホーム

子

ページ、市民だよりに掲載、パンフレットを配

布し周知した。

　本事業の活動として悩みの相談対応があるが、ピアカウンセラーとして活動する大学生スタッフの確保が課題である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 年間開催回数 ― 94 97 98 98
指標 （回）
成果 中高生が関わったイベントの企画運営回数 ― 2 3 3 3
指標 （回）

　近隣では、碧南市、豊田市、高浜市が類似の事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,128 1,983 1,998 合計 1,983,481 円
委託料 1,983,481 円

財
　
源

特定財源 0 211 456 432

一般財源 0 1,917 1,527 1,566

職員人件費　② 0 725 1,077 974

総事業費（①＋②） 0 2,853 3,060 2,972

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 子育て支援交付金（国）

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 教育文化

基本施策 青

刈

少年育成
施策体系

施策

谷

の内容 青少年の自立支

市

援と社会参加の促進

目

事

　
　
　
的

　中高生が人

務

や社会と関わり、主体

事

的に活動

主
た
る
内
容

中

業

高生の居場所
できるよ

評

うになることを目的と

価

する。放課後 ○場　所

シ

　刈谷市総合文化セン

ー

ター内
等に気軽に集ま

ト

ることができる居場所

（

を提供 　　　　　1階

様

談話コーナー
し、中高

式

生自ら企画運営にも携

１

わることがで ○開催日

）

　毎週火・木曜日　1

会

6:00～21:00

計

きる機会も提供するこ

名

とにより、若者が健や

担

○委託先　特定非営利

当

活動法人子育て・子育

部

かに成長し、自己形成

生

と他者とともに次代の

涯

　　　　　ちＮＰＯス

学

コップ
社会を担うこと

習

ができるようになるこ

部

とを目 ○スタッフ　大

一

人1人、大学生2人
指

般

す。 ○業務内容　利用

会

者の受付・見守り、相

計

談活
　　　　　　動、

中

イベント企画運営
　

位

高

置
づ
け

関連計画 刈谷市

生

次世代育成支援行動計

の

画（後期計画）、刈谷

居

市生涯学習推進計画

根

場

拠法令 子ども・若者育

所

成支援推進法

対象者 市

づ

内在住または在学の中

く

・高生 事業期間 平成２

り

２年度 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

業

理　□補助・助成　□

担

その他

当課 生涯学習課

款

Ｂ
　
事
　
業

項

　
実
　
績

２１年度実績

目

２２年度実績 ２３年度

課

実績 ２４年度計画

　 利

等

用者数　延べ1,22

長

4人 利用者数　延べ1

名

,342人 利用者数　

原

延べ1,400人
　
　

田

　　 　――――――

　

　学習活動や、大学生

育

スタッフとの交流を深

雄

める中で、中高生が気

1

軽に立寄ることができ

0

る居場所づくりができ

5

、利用者

成果 数が増加

5

した。各種イベントを

作

企画・実施、大学生ス

成

タッフのピアカウンセ
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事業名 文化財保存整備事業  担当 生涯学習部文化振興課  No 6 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

産業文化都市として、文化財説明板をもっと設置

していく必要があると思う。  

文化財説明板は、市内の殆どの史跡に既に設置を完

了しているため、新たに「歴史の小径」に関して設置

することは考えておりませんが、周知という面では認

知度が低かったかもしれません。  

行ってみたいと思ったり、わくわくするような仕組

みを案内板や道路の整備と一体的に行うことができ

れば理想的だと思いますが、市域全体で全庁的に検討

する必要や予算面など、ハード面で課題があり即実現

するのは難しいと考えます。わくわく感といった部分

を市民が愛着を持てる事と捉え、ソフト面での充実を

図ってまいります。  

「歴史の小径」など、行ってみたいと思う文化財

の整備、たどり着くまでの道のりにわくわく感を出

せるような計画、楽しさが含まれた計画になればも

っと市民が文化財を知ろうと思うし、史跡を愛そう

とする気持ちが生まれてくると思う。それをパンフ

レットではなくて、実際の道の整備や案内板の整備

などとつなげて計画をしていただきたい。  

刈谷市域だけでなく広域で、「歴史の小径」やパ

ンフレットなどを考えるとより魅力的な展開が可

能になる。刈谷市は定住自立圏構想の中心市である

ので、住民とＮＰＯとの役割分担を広げて、全体と

して協働して進めていく方向にもっていければ良

い。  

史跡は観光分野とも通じるので、現在定住自立圏構

想の観光分野において実施されている観光パンフレ

ットやモデルコースの作成といった事業とも連携を

図ることができるよう努めてまいります。  

また、ガイドボランティアに史跡めぐりや「歴史の

小径」の案内を依頼しており、その活動認知度は年々

上がり、市内外を問わず多くの参加者から好評を博し

リピーターも多くいますが、更に多くの人に知っても

らうＰＲ方法を検討してまいります。  

せっかく史跡めぐりコースを作ったのだから、１

ヶ所に行ったら次の所に行ってみようと思える工

夫をしたら良いと思う。  

文化財保護審議会の委員の見識を深めるための

県外研修ということだが、元々見識がある方々なの

で、それ以上見識を深める必要はないのではない

か。  

文化財保護審議会は、文化財の指定・解除のほか保

存及び活用に関する重要事項について調査審議する

ために設置されています。各委員は文献や考古学な

ど、各々の専門分野を持っていますが、文化財保護に

必要となる全ての分野に精通しているわけではあり

ません。  

市の進める事業の遂行が妥当であるか必要に応じ

て指導をするためには、各々の専門分野のほか、他分

野についての知見も広める必要があるため、市と共に

先進市の事例を調査し、文化財行政に反映させていく

為の研修が、定期的に必要と考えます。  

市民の約半数を賛同者としていくには、自分たち

が産業文化都市にしていくんだという意識改革を

していかなければならない。そういった意味で、学

生や市民がボランティアで掃除をすることで価値

を見出すというような仕掛けを入れていただくと

良い。委託料で草取りなどをするのもひとつの方法

だが、アダプトプログラム（市民と行政が協働で進

める清掃活動をベースとした美化プログラム）みた

いな応援団がいてやってもらえば、関心も高まる。 

史跡の適切な管理には、その性質上専門的知識が必

要になることや危険を伴う場合が多いので、すぐに全

史跡を対象にアダプトプログラムを導入することは

難しいと考えます。  

しかし、井ケ谷の「小堤西池のカキツバタを守る会」

のように、既に地元の団体が管理の趣旨を理解し率先

して清掃活動（ボランティア）に参加している事例が

あるので、この事例をさらに改善し、その次の段階と

して他の箇所へも反映させていけるように努めてい

きたいと考えています。  
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村

市に学ぶため

また当市

　

と歴史的につながりの

知

ある福山市の様子を文

余

化財行政に反映させる

子

機会として有益に実施された。

・啓発の度合いを強めるとマップ等がすぐになくなってしまうので、利用者に対し適切に活用してもらうよう依頼を行っ
課題

ているが十分であるとは言えない。在庫管理を徹底すると共に、紙質を替えるなど工夫する必要があった。
(できなか 

・史跡管理は適切に実施するよう気をつけているが、地区や近隣住民との調整事項が発生することもあり、その対応をど
 ったこと)

のようにするかが常に苦慮する点である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 史跡めぐりの開催 3 3 3 3 3
指標 （回）
成果 刈谷の歴史に興味を持っている市民の割合 ― 35.9 ― 38 40
指標 （％）

史跡や文化財を所有する自治体では同様の事業が行われているが、その規模、数、活用状況により管理の方
他市との 法や経費が異なるため、一概に比較検討することは難しい。 
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,968 3,511 3,977 4,389 合計 3,976,812 円
旅費 107,810 円

財
　
源

特定財源 10 10 3 16 需用

Ｄ

費 550,984 円

　

役務費 23,538 

　

円

一般財源 3,958

　

3,501 3,974

Ｏ

4,373 委託料 3,

　

285,660 円
使

　

用料及び賃借料 8,8

∧

20 円

職員人件費　

　

② 0 725 718 74

　

9

総事業費（①＋②）

実

3,968 4,236

　

4,695 5,138

　

建
設
事
業

全体事業費 0

施

２３年度特定財源名称

　

２３年度迄の累積事業

　

費 0 ・行政財産目的外

∨

使用料
・施設賠償責任保険金収入

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

　

育文化

基本施策 歴史・

刈

文化財
施策体系

施策の

谷

内容 文化財の保護・伝

市

承・活用

目
　
　
　
的

　

事

文化財の保護と整備を

務

行い、史跡等を適切

主

事

た
る
内
容

○既存史跡の

業

維持管理および剪定等

評

の管理委
に管理する。

価

また、文化財を啓発普

シ

及するた 託
め、「歴史

ー

の小径」の活用を図る

ト

。 ○「歴史の小径」、

（

「椎の木屋敷跡」、「

様

天
誅組」などといった

式

パンフレット等の改訂

１

・
印刷
○文化財説明板

）

の修繕
○市文化財保護

会

審議会委員の研修実施

計

　

位
置
づ
け

関連計画 刈

名

谷市文化振興基本計画

担

根拠法令 文化財保護法

当

 

対象者 対象者を限定

部

せず 事業期間 ～

実施方

生

法 ■直営　■委託　□

涯

指定管理　□補助・助

学

成　□その他

習部

一般会計
文化

Ｂ
　

財

事
　
業
　
実
　
績

２１年

保

度実績 ２２年度実績 ２

存

３年度実績 ２４年度計

整

画

・椎の木屋敷跡他史

備

跡管理委 ・椎の木屋敷

事

跡他史跡管理委 ・椎の

業

木屋敷跡他史跡管理委

担

・椎の木屋敷跡他史跡

当

管理委
託実施 託実施 託

課

実施 託実施
・歴史の小

文

径増刷 ・歴史の小径増

化

刷 ・歴史の小径増刷 ・

振

歴史の小径増刷
・文化

興

財保護審議会委員県外

課

・文化財保護審議会委

款

員県外 ・文化財保護審

項

議会委員県外 ・文化財

目

保護審議会委員県外
研

課

修（新潟市・長岡市）

等

研修（府中市・松戸市

長

他） 研修（福山市・姫

名

路市） 研修（松江市を

渡

予定）

・史跡の中を良

部

好な状態に保つよう、

　

適切な維持管理に努め

高

た。

成果 ・遠方の人で

幸

も自宅に居ながら入手

 

できるようパンフレッ

1

ト類をＰＤＦ化し、ホ

0

ームページ上で公開を

5

はじめた。

(できたこ

2

と) ・文化財保護審議

作

会委員の県外研修は、

成

歴史博物館建設計画や

者

亀城公園再整備計画の

西

参考となる事例を先進
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事業名 スポーツ教室開催事業  担当 生涯学習部スポーツ課  No 7 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

申し込みは郵送や電話だけでなく、メールもあっ

たほうが利用者にとって便利だと思う。  

現在、所定の往復はがきによる申込用紙に必要事項

を記入し、直接または郵送にて教室の申込をしていた

だいています。来年度以降は、参加申込者の利便性等

を考慮し、メールによる申込を検討します。 

教室の定員充足率は簡単に数値で出るので、資料

として出されれば十分評価される事業だと思う。例

えば、定員の充足率が６０％、７０％ぐらいであれ

ばしばらく様子を見て続行していくという施策が

あっても良い。長期的な見通しの中で取り組んでほ

しい。  

スポーツマスタープランの評価指標の一つである

「各種大会、イベント参加者数」の根拠数値として、

教室参加者数は計上されています。今後は、定員充足

率を教室開催・継続の指標の一つとして、スポーツ教

室の運営に役立ててまいります。  

各種団体がやっている事業と総合型地域スポー

ツクラブでやっている事業、スポーツ教室開催事業

を全部見て、全体として議論すべきだった。  

スポーツ教室開催事業についての外部評価実施で

あったので、この事業のみ説明させていただきまし

た。各種団体や総合型地域スポーツクラブでも教室等

を開催しており、その参加者もスポーツマスタープラ

ンの評価指標に該当しておりますので、今後は、その

ような指標も踏まえて説明をいたします。  

民間の営利目的では追求できない市民の健康増

進という点は、もっと主張すべきことかと思う。  

スポーツ教室（市）の基本方針・目的は、子どもの

体力向上、女性の社会参加、高齢者の体力向上に資す

る事業であることを明示するべきだったと思います。

また、教室の開催には競技種目の普及と競技人口の拡

大の狙いもあり、必ずしも営利を追求した内容・日時

で開催している訳ではありません。今後は、その様な

実施目的等を「スポーツ教室ご案内」に掲載し、参加

者のご理解と民間との差別化を図ります。  

週１回以上スポーツをする割合を成果指標にす

るのであれば、民間の営利目的の事業で週１回汗を

流すことも割合に入る。施策の目的が何か、その目

的に対して市民、ＮＰＯ、行政の役割を分けて、成

果指標を達成するために各主体の役割を全体でき

ちんと分担すべき。その中で行政は民間ではできな

い取組をすることが必要。行政がどの分野を主とし

て担当するのか意識していただきたい。  

スポーツマスタープランでは、行政や企業・事業者

等の各主体の役割について定義付け、プランの進捗を

図っています。その中で、多様化する市民ニーズを把

握しながら地域の特性に応じた施策を推進し、市民の

健康増進やスポーツをする様々な機会の提供を行政

の役割ととらえ、民間企業の営利を目的としたスポー

ツ活動との差別化を図ります。それぞれの事業主体の

役割を分担・連携することにより、「スポーツに親し

むきっかけづくり」を推進します。  
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ース ○刈谷市体育館コ

秀

ース
　3教室 （参加

克

者201人） 　2教室（参加者193人） 　2教室（参加者148人） 　2教室（定員150人）

　市民の体力増進、スポーツの知識技能習得及び施設利用マナー向上が図られたほか、子どもの体力向上、女性の社会参

成果 加、子育て支援、高齢者のスポーツへの啓発等となる教室を開催することにより、スポーツ活動への参加機会を提供・拡

(できたこと) 大できた。

　競技の普及・人口の拡大といった競技団体としての設置目的に照らし、競技の専門性と民間団体としての柔軟性を活か
課題

し、競技団体による自主運営が可能となるように、さらに育成に努める必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 週1回以上スポーツをしている市民の割合 ― 38.9 ― ― 45
指標 （％）
成果 ― ― ― ― ―
指標

　スポーツ教室は近隣各市で開催されていますが、基本方針、事業主体、種目、規模等異なるため、一概に
他市との 比較検討することは難しい。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,291 4,844 5,034 5,

Ｄ

484 合計 5,034

　

,422 円
報償費 4

　

,421,500 円

　

財
　
源

特定財源 5,2

Ｏ

57 3,325 3,0

　

11 3,364 需用費

　

165,102 円
役

∧

務費 447,820 

　

円

一般財源 1,034

　

1,519 2,023

実

2,120

職員人件費

　

　② 0 1,812 2,

　

154 2,622

総事

施

業費（①＋②） 6,2

　

91 6,656 7,1

　

88 8,106

建
設
事

∨

業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 スポーツ教室参加料

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

　

化

基本施策 スポーツ
施

刈

策体系
施策の内容 スポ

谷

ーツ活動プログラムの

市

充実

目
　
　
　
的

　市主

事

催のスポーツ教室は、

務

現在スポーツを

主
た
る

事

内
容

　市民のニーズと

業

時代に適応した各種ス

評

ポー
していない市民が

価

、興味・関心を持ち、

シ

スポ ツ・ニュースポー

ー

ツ教室を、1週間に3

ト

日、幅
ーツへの動機づ

（

けと健康増進等を図り

様

、技能 広い年齢層と時

式

間帯で開催する。また

１

、各競
を修得する場と

）

して開催している。ま

会

た、民 技連盟・愛知教

計

育大学の保健体育講座

名

・豊田
間との差別化を

担

図るため、子どもの体

当

力向上 自動織機ラグビ

部

ー部ＯＢ等の幅広い部

生

門から
、女性の社会参

涯

加、高齢者の体力向上

学

を主な 講師を招き、産

習

官学連携したスポーツ

部

推進に
目的として継続

一

的に開催する。 努める

般

。

位
置
づ
け

関連計画 ス

会

ポーツ基本計画（国）

計

、第2次刈谷市スポー

ス

ツマスタープラン

根拠

ポ

法令 スポーツ基本法

対

ー

象者 市民 事業期間 ～

実

ツ

施方法 ■直営　□委託

教

　□指定管理　□補助

室

・助成　□その他

開催事業
担当課 スポ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

ー

１年度実績 ２２年度実

ツ

績 ２３年度実績 ２４年

課

度計画

全15教室（参

款

加者1,639人） 全

項

10教室（参加者1,

目

124人） 全11教室

課

（参加者1,068人

等

） 全10教室（定員1

長

,215人）
○ウィン

名

グアリーナ刈谷コー ○

伊

ウィングアリーナ刈谷

藤

コー ○ウィングアリー

　

ナ刈谷コー ○ウィング

聡

アリーナ刈谷コー
　ス

1

　ス 　ス 　ス
　12教

0

室（参加者1,438

6

人） 　8教室（参加者

2

931人） 　9教室（

作

参加者920人） 　8

成

教室（定員1,065

者

人）
○刈谷市体育館コ

杉

ース ○刈谷市体育館コ

原

ース ○刈谷市体育館コ
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事業名 ファミリーサポートセンター運営事業 担当 次世代育成部子育て支援課 No 8 

市の方針 ☑拡充  ☐現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

この事業は市が間に入るという、行政の新しい関

わり方による取組である。  

こういった良い事業がますます充実していけば

良い。  

地域において、育児の応援をしてほしい人と育児の

応援をしたい人とを結び付ける仕組みで、地域に潜在

する子育て力、人材を活用した事業として、大きな意

義があるものと思っています。  

今後においても、会員の確保を図りつつ、地域にお

ける子育て支援として、充実するよう努めていきたい

と考えています。  

地域で子育てしていく仕組みづくりを行政がサ

ポートしている事業であれば、仕組みづくりには行

政のバックアップが必要で、かなりの部分での公共

的施策なので、補助金交付についてはぜひ積極的に

進めていってもらいたいと思います。  

平成２４年度よりファミリーサポートセンターの

利用に当たり、市民税非課税などの要件を満たした世

帯に対し、３００円／時間を助成する補助制度を導入

しています。  
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志

事故を受け、平成23

3

年度末に厚生労働省よ

2

り援助会員の講習強化

2

について指針が示され

作

た中で、本市において

成

課題
も年3回実施する

者

講習会を強化し、より

加

安全に援助活動できる

藤

基盤を整備することが

　

急務である。
(できな

覚

か 
　並行して、医療

子

機関との連携等を含め、病児・病後児の預かりに関する体制づくりの検討が課題である。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 ファミリーサポートセンター会員数 1,947 2,142 2,355 2,400 2,500
指標 （人）
活動 活動件数 3,690 4,718 5,164 5,200 5,300
指標 （件）

　　　　　　　　　　　　碧南市　　豊田市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H23.10.1現在会員数（人） 　264　　 1,218　　 　644　 　　602　 　2,234  
比較検証 H22年度活動件数（件）　 　 684　 　8,060　 　1,404　 　2,003　　 4,718　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,089 8,034 9,167 9,728 合計 9,167,027 円
賃金 6,826,600 円

財
　
源

特定財源 8,088 8,010 9,167 8,500 報償費 75,000 円
旅費 30,140 円

一般財源 1 24 0 1,228 需用費 228,439 円
役務費 1,5

Ｄ

42,775 円

職員

　

人件費　② 0 725 1

　

,507 749 使用料

　

及び賃借料 147,2

Ｏ

88 円
備品購入費 2

　

64,285 円

総事

　

業費（①＋②） 8,0

∧

89 8,759 10,

　

674 10,477 負

　

担金、補助及び
交付金

実

52,500 円

建
設

　

事
業

全体事業費 0 ２３

　

年度特定財源名称

２３

施

年度迄の累積事業費 0

　

子育て支援交付金（国

　

）

２５年度以降の事業

∨

費見込 0

平成２４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

　

総合計画
分野 福祉安全

刈

基本施策 次世代育成・

谷

子育て支援
施策体系

施

市

策の内容 地域における

事

子育て支援

目
　
　
　
的

務

　育児の援助を行いた

事

い者と育児の援助を受

業

主
た
る
内
容

　ファミリ

評

ーサポートセンター業

価

務専任の臨
けたい者を

シ

組織化し、相互援助活

ー

動を行うこ 時職員をア

ト

ドバイザーとして雇用

（

し、会員の
とで、仕事

様

と育児を両立できる環

式

境を整備す 登録から援

１

助の資質向上のための

）

講習会、子
るとともに

会

、地域の子育て支援を

計

行い、もっ 育ての輪を

名

つくるための交流会の

担

開催や会報
て労働者の

当

福祉の増進及び児童の

部

福祉の向上 誌の発行な

次

どセンターの運営を行

世

う。
を図る。

位
置
づ
け

代

関連計画 刈谷市次世代

育

育成支援行動計画（後

成

期計画）

根拠法令 かり

部

やしファミリー・サポ

一

ート・センター会則、

般

実施要領

対象者 会員 事

会

業期間 平成１２年度 ～

計

実施方法 ■直営　□委

フ

託　□指定管理　□補

ァ

助・助成　□その他

ミリーサポートセン

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

タ

２１年度実績 ２２年度

ー

実績 ２３年度実績 ２４

運

年度計画

ファミリーサ

営

ポートセンター ファミ

事

リーサポートセンター

業

ファミリーサポートセ

担

ンター ファミリーサポ

当

ートセンター
の運営 の

課

運営 の運営 の運営
援助

子

会員養成講座開催　3

育

回 援助会員養成講座開

て

催　3回 援助会員養成

支

講座開催　3回 援助会

援

員養成講座開催　3回

課

依頼会員随時受付 依頼

款

会員随時受付 依頼会員

項

随時受付 依頼会員随時

目

受付

　平成12年度の

課

事業開始以来、登録会

等

員、活動件数ともに大

長

幅な伸びを示しており

名

、市民に認知され地域

近

に根ざした活動

成果 が

藤

行われていると評価す

　

ることができる。

(で

博

きたこと)

　他市での
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事業名 排水機場改修事業  担当 建設部雨水対策課  No 9 

市の方針 ☐拡充  ☑現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

成果指標が記載されていないが、各排水機場が万

全の状態で役割を果たすことが重要である。  

各排水機場を万全の状態で役割を果たすように改

修を行ってまいります。  

安全・安心のまちづくりが基本なので、安全管理

をきちんとお願いしたい。  

業者による年次点検や保安協会の月点検以外にも

職員による巡視を行い、排水機場の状態を把握してい

ます。  

改修の時期について他市との比較検証をきちん

と書かないと市民に伝わらず、事務事業評価の目的

を達成していることにはならない。記入をお願いし

たい。  

『「排水機場維持管理計画」に基づき、近隣市と同

等の経過年数１５年を目処に実施している。』と記入

しました。  

日本全体では平成２２年をピークに人口が減っ

ていく見込みである。そのため、今後は建設よりも

アセットマネジメントが重要となる。全体像をみ

て、例えば排水機場がどれだけ必要で、それをどの

くらいのスパンで、どのように更新していくのかを

考えていくべきである。  

５年確率の降雨に対応する施設として、市内で必要

となる箇所に整備を行っており、対象となる排水機場

は、今後も継続して管理していく必要があります。限

りある財源の中で、市としては「排水機場維持管理計

画」に基づき、今後も各年度の予算の平準化を図りな

がら、適切な改修を行ってまいります。  
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水機場のポンプ、モーター等の現状を見極め
課題

ながら、計画的かつ効率的にオーバーホールなどの整備を実施していく必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 改修ポンプ数 1 1 1 1 1
指標 （基）
成果   
指標

　「排水機場維持管理計画」に基づき、近隣市と同等の経過年数15年を目処に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 36,950 67,116 61,415 59,000 合計 61,414,500 円
工事請負費 61,414,500 円

財
　
源

特定財源 20,865 39,621 36,901 36,215

一般財源 16,085 27,495 24,514 22,785

職員人件費　② 0 3,262 2,512 1,873

総事業費（①＋②） 36,950 70,378 63,927 60,873

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 市町村振興協会基金交付金

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

　

施策 河川・池沼
施策体

刈

系
施策の内容 治水・雨

谷

水対策

目
　
　
　
的

　刈

市

谷市内には河川堤防よ

事

り低い土地が多く

主
た

務

る
内
容

　整備計画に基

事

づき、排水機場のポン

業

プ、モ
存在し、河川の

評

水位が上昇した時には

価

自然排 ーター、エンジ

シ

ン等の分解整備及び電

ー

気設備
水ができないた

ト

め、雨水等を強制的に

（

排水す 等の一部更新を

様

行う。
るために35箇

式

所の排水機場がある。

１

雨水対策 　
課が管理す

）

る28箇所の内、13

会

箇所の市街地用
排水機

計

場の機械設備等を改修

名

し、常に安定し
た排水

担

能力を保持し、耐用年

当

数を確保すると
共に長

部

寿命化を図ることによ

建

り、浸水被害を
未然に

設

防ぎ、市民の生命・財

部

産を守るもので
ある。

一

位
置
づ
け

関連計画  

根

般

拠法令  

対象者 市民 事

会

業期間 ～

実施方法 ■直

計

営　■委託　□指定管

排

理　□補助・助成　□

水

その他

機場改修事業
担当

Ｂ
　
事
　
業

課

　
実
　
績

２１年度実績

雨

２２年度実績 ２３年度

水

実績 ２４年度計画

浜田

対

第一排水機場 浜田第一

策

排水機場 浜田第一排水

課

機場 浜田第一排水機場

款

　3号ポンプ分解整備

項

　1基 　4号ポンプ分

目

解整備　1基 　5号ポ

課

ンプ分解整備　1基 　

等

1号ポンプ分解整備　

長

1基
　3号除塵機分解

名

整備　1機 　4号除塵

牧

機分解整備　1機 　5

野

号除塵機分解整備　1

　

機 　1号除塵機分解整

州

備　1機
高松排水機場

男

　建物改修　　　　　

 

1機場

　浜田第一排水

8

機場について、ポンプ

3

設備及び除塵機のオー

2

バーホールを実施した

作

ことにより、非常時に

成

おいても万全の

成果 状

者

態で各設備が機能でき

早

るようになった。

(で

川

きたこと)

　整備計画

　

に沿って執行できてい

幸

るが、今後も市内に1

治

3箇所ある市街地用排
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事業名 わが家の地震対策事業  担当 建設部建築課  No 10 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

耐震診断の実施率を上げていくための施策をし

っかり行ってほしい。  

耐震診断の実施率を上げていくためには、市民のみ

なさんに、この事業の補助制度について幅広く知って

いただく必要があります。このため建築課では、対象

となる家屋を地区の役員と連携しながら訪問し啓発

を行なうローラー作戦の実施、市のイベントなどでち

らしの配布、出前講座の開催、市民だより・ホームペ

ージへの掲載など耐震補助制度のＰＲ活動を行なっ

ております。  

今年度からローラー作戦の回数を増やすなど積極

的に取り組んでおりますが、更に、今後もいろいろな

機会を捉えＰＲ活動を行なっていくとともに、模型を

利用するなど分り易いＰＲ活動に努めていきたいと

考えております。  

補助金を出すときの考え方を整理してほしい。一

般的に、何分の１という場合が多く、１２０万円

丸々というのは、他の行政の分野が補助を出す場合

でもあまり例が無い。その理屈を説明することが必

要である。  

この事業の補助金は、昭和５６年以前に建てられた

住宅を耐震改修する場合に交付しておりますが、その

中でも木造住宅の改修については、大地震により大き

な被害を受ける可能性が高く、耐震改修を早急に強く

促進する必要があるため、補助率を１／１、補助額の

上限を１２０万円として交付しております。  
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木造住宅取壊し  ： 51件 木造住宅取壊し  　： 40件
非木造住宅耐震診断：1件 ブロック塀等撤去：14件 ブロック塀等撤去： 28件 非木造住宅耐震診断：　5件
ブロック塀等撤去：  9件 非木造住宅耐震改修：　1件

ブロック塀等撤去　： 20件

・住宅の耐震診断及び耐震改修等を促進し、木造住宅耐震改修の補助額の上限を120万円に拡充した。

成果 ・地震対策の補助制度を市民に周知するため、地区役員と連携して対象家屋を訪問するローラー作戦や、わんさか祭りで

(できたこと) 　耐震ブースの設置、小学校で出前講座の開催等を実施した。

・住宅の耐震化に対する潜在的な市民ニーズは大きく、耐震化の促進に向け補助制度の更なる市民周知が必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 木造住宅耐震診断の実施率 24.3 25.2 28.0 29.9 33.9
指標 （％）
成果 住宅数全体の耐震化率 ― ― 85.7 87.0 89.5
指標 （％）

木造住宅耐震改修の一般世帯への補助額の比較
他市との 　刈谷市：120万円　　安城市：90万円　　知立市：100万円　　碧南市：100万円 
比較検証

Ｄ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２１年

　

度 ２２年度 ２３年度 ２

Ｏ

４年度 ２３年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

∧

費　① 22,381 2

　

5,487 133,4

　

47 113,736 合

実

計 133,446,8

　

00 円
需用費 142

　

,800 円

財
　
源

特

施

定財源 12,075 1

　

0,673 70,12

　

9 58,286 役務費

∨

162,000 円
委託料 12,600,000 円

一般財源 10,306 14,814 63,318 55,450 負担金、補助及び
交付金 120,542,000 円

職員人件費　② 0 5,074 4,451 4,720

総事業費（①＋②） 22,381 30,561 137,898 118,456

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 ・社会資本整備総合交付金
(国)・民間木造住宅耐震診断

２５年度以降の事業費見込 0 費補助金(県)・民間木造住宅
耐震改修費補助金(県)

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 防災
施策体系

施策

刈

の内容 災害に強いまち

谷

づくり

目
　
　
　
的

　住

市

宅の耐震診断及び耐震

事

改修等を促進する

主
た

務

る
内
容

　昭和56年以

事

前に建築した住宅に対

業

し、地震
ことにより、

評

市民の生命・身体及び

価

財産を地 対策の補助金

シ

を交付し耐震化を促進

ー

する。
震による災害か

ト

ら保護するとともに、

（

避難路 ･木造住宅耐震

様

診断･････無料実

式

施
の確保や円滑な復旧

１

活動につなげる。 ･木

）

造住宅耐震改修･･･

会

･･上限120万円補

計

助
･木造住宅簡易改修

名

･････上限30万

担

円補助
･木造住宅取壊

当

し･･･････上限

部

20万円補助
･非木造

建

住宅耐震診断･･･上

設

限8万6千円補助等
･

部

非木造住宅耐震改修･

一

･･対象経費2/3補

般

助
･ブロック塀等撤去

会

･････上限10万

計

円補助

位
置
づ
け

関連計

わ

画 刈谷市耐震改修促進

が

計画

根拠法令 刈谷市木

家

造住宅耐震改修費等補

の

助金交付要綱、刈谷市

地

非木造住宅耐震改修費

震

補助金交付要綱

対象者

対

市民 事業期間 平成１４

策

年度 ～

実施方法 ■直営

事

　■委託　□指定管理

業

　■補助・助成　□そ

担

の他

当課 建築課

款 項 目

Ｂ
　
事
　
業
　

課

実
　
績

２１年度実績 ２

等

２年度実績 ２３年度実

長

績 ２４年度計画

木造住

名

宅耐震診断：120件

高

木造住宅耐震診断：9

木

4件 木造住宅耐震診断

　

：280件 木造住宅耐

基

震診断　：200件
木

光

造住宅耐震改修： 1

 

7件 木造住宅耐震改修

8

：20件 木造住宅耐震

6

改修： 91件 木造住

1

宅耐震改修　： 70

作

件
木造住宅簡易改修：

成

  1件 木造住宅簡易

者

改修： 4件 木造住宅

三

簡易改修：  2件 木

浦

造住宅簡易改修　： 

　

10件
木造住宅取壊し

孝

  ： 30件 木造住

則

宅取壊し  ：36件
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事業名 中小企業新開発マネジメント事業  担当 経済環境部商工課  No 11 

市の方針 ☑拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

中小企業にとって良い事業であり、これからも予

算を付けて続けてほしい。特に、モノづくり大学や

ビジネススクールの内容は、中小企業で教え込むこ

とが難しく、非常にありがたく助かる事業である。 

今後も新製品、新技術の開発や、人材育成、品質管

理などを支援することにより、市内中小企業を活性化

させ、「モノづくりのまち刈谷」がより発展していく

ことを目指していきます。  

中小企業からの要望を細かく商工会議所の方で

吸い取り、今後の展開に生かして頂けるような改善

もしていただきたい。  

商工会議所との連携を強化し、企業の経営課題に関

するアンケートの実施や、巡回指導や窓口対応の強化

をお願いしていきます。  

セミナーは、中小企業の忙しくて来られない方

に、ネットで配信するなどインターネットを上手に

使うことも必要であり、参加しやすい仕組みを考え

てほしい。  

セミナーの開催だけではなく、企業に講師を派遣す

ることも実施しております。今後も、より一層企業が

参加しやすい仕組みを検討していきます。  

職場の上司のアンケートもあり、とても良い評価

の方法だと思う。  

今後も職場の上司のアンケートを継続して実施し

ていきます。  

大変良い事業であるが、新製品、新技術の開発の

進め方についても深く考えていただきたい。新しい

技術を開発するための支援を充実するため、本事業

だけでなく、全体をみて力を入れてほしい。市が新

技術を開発することは、大変難しいことなので、側

面的な支援として中小企業のニーズを聞きながら、

橋渡しや資金援助などのご協力をお願いしたい。  

中小企業支援として、雇用の安定と維持のため、労

働者の休業手当補助や、安定した経営のため、県信用

保証協会の保証料の補助、新技術の開発のための試験

等に係る費用補助、工場建設や機械設備等の固定資産

取得費用に係る中小企業投資促進補助事業をしてい

ます。これらの補助事業は、県下トップの充実した内

容となっております。さらに、企業における災害対策

のための「ＢＣＰ・事業継続計画」の策定を支援して

おります。  

ビジネススクールは無償で提供し、例えば「スポ

ーツ教室開催事業」では、テニスを学ぶ際に４，３

００円程度の負担金を取っている。これはバランス

としてどうなのか。刈谷市として、スポーツを学ぶ

ときは市民から４，３００円を取っても、世の中を

作る産業振興は大事なことだから無償でいいとど

こまで言えるのか、検討してほしい。  

個人の余暇活動や技能の習得とは異なり、企業の活

性化は市民の雇用対策や福利厚生、ひいては税収の安

定という面からも必要不可欠であると考えておりま

す。しかし、今後は受益者の負担も検討しつつ、経営

課題の分析や、販路拡大の支援など、更なる企業の活

性化のための経営支援に取り組んでいきます。  

社会の流れを踏まえた時、ものづくりも大事だ

が、ものづくりだけでは多分駄目な時代が来る。日

本の産業構造自身を変えていかないと未来はない。

そういった視点をもって、これからの刈谷の産業、

工業がどのように展開していくかを考えていただ

きたい。  

本市の活力は、自動車産業をはじめとする企業活動

が大きな源になっており、「モノづくりのまち刈谷」

を牽引していただいていると考えています。しかし、

長期化する景気の低迷やグローバル化に対応するた

め、より一層の経営合理化や、生産効率の向上等が求

められています。また、産業構造の変化や、若年労働

力の減少、団塊世代の退職など、労働環境の変化にも

速やかに対応する必要があります。今後も厳しい経済

状況を打破していくためのあらゆる支援を模索し、産

業振興に努めてまいりたいと考えています。  
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成

58人） （参加人数　

者

330人）

　相談と指

加

導、ビジネススクール

藤

と講演会の開催事業を

　

中心に、中小企業の活

健

性化に貢献している。

司

また、アンケートを

成果 実施し、企業からの要望を聞き取りながら内容の充実にも取り組んでおり、企業の経営体質や品質の改善、若手社員の教

(できたこと) 育等に有益な事業となっている。

　今後、ビジネススクール卒業生のアフターフォローに取り組み、企業の更なる活性化を支援する必要がある。また、本
課題

事業を積極的に広報し、相談や指導の件数、各種参加者数の増加を目指す。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 ビジネススクール及び講演会参加人数 462 490 410 630 650
指標 （人）
成果 産業が活発であると思う市民の割合 90.2 90.4 90.6 90.8 91
指標 （％）

　愛知県内の他市での実施はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,242 5,941 5,794 6,230 合計 5,794,291 円
委託料 5,794,291 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 5,242 5,941 5,794 6,230

職員人件費　② 0 1,450 1,077 1,498

総事業費（

Ｄ

①＋②） 5,242 7

　

,391 6,871 7

　

,728

建
設
事
業

全体

　

事業費 0 ２３年度特定

Ｏ

財源名称

２３年度迄の

　

累積事業費 0

２５年度

　

以降の事業費見込 0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 産業振興

基本施策 商

刈

工業
施策体系

施策の内

谷

容 工業の振興

目
　
　
　

市

的

　新製品、新技術の

事

開発を支援することに

務

よ

主
た
る
内
容

　中小企

事

業に対して経営上の課

業

題分析や、新
り、市内

評

中小企業を活性化させ

価

、「モノづく たな事業

シ

展開、新製品開発等に

ー

向け、企業が
りのまち

ト

刈谷」の発展を促進す

（

る。 抱える様々なテー

様

マの相談に応じる事業

式

を商
工会議所に委託す

１

る。
　歴史と伝統に支

）

えられた「モノづくり

会

」の
技術を伝えるとと

計

もに、更なる工業の振

名

興を
図るため市内中小

担

企業を積極的に支援す

当

る。

位
置
づ
け

関連計画

部

 

根拠法令  

対象者 市

経

内事業者 事業期間 平成

済

１６年度 ～

実施方法 □

環

直営　■委託　□指定

境

管理　□補助・助成　

部

□その他

一般会計
中小企業

Ｂ
　
事
　

新

業
　
実
　
績

２１年度実

開

績 ２２年度実績 ２３年

発

度実績 ２４年度計画

・

マ

相談・指導事業 ・相談

ネ

・指導事業 ・相談・指

ジ

導事業 ・相談・指導事

メ

業
（相談・指導件数　

ン

125件） （相談・指

ト

導件数　135件） （

事

相談・指導件数　64

業

件） （相談・指導件数

担

　70件）
・ビジネス

当

スクール事業 ・ビジネ

課

ススクール事業 ・ビジ

商

ネススクール事業 ・ビ

工

ジネススクール事業
（

課

開催回数　28回） （

款

開催回数　30回） （

項

開催回数　34回） （

目

開催回数　20回）
（

課

参加人数　延べ346

等

人） （参加人数　延べ

長

345人） （参加人数

名

　延べ352人） （参

長

加人数　延べ300人

谷

）
・講演会事業 ・講演

川

会事業 ・講演会事業 ・

　

講演会事業
（開催回数

文

　2回） （開催回数　

成

4回） （開催回数　2

7

回） （開催回数　11

1

回）
（参加人数　11

1

6人） （参加人数　1

作

45人） （参加人数　
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事業名 住宅用太陽光発電システム設置費補助事業  担当 経済環境部環境推進課  No 12 

市の方針 ☐拡充  ☑現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

１０年後に刈谷市の世帯の何％が太陽光発電に

なるのか、刈谷市のエネルギー自給率がどれくらい

高まるのか、ＣＯ２がどれくらい削減されるのかな

ど、事業の最終着地点を設定すべき。何故刈谷市が

豊田市や岡崎市の２～３倍なのか、その説明に対し

て最終的な目標があれば、説得力がある。  

住宅用太陽光発電の設置率については、今年度に策

定予定の「第２次刈谷市住宅マスタープラン」におい

て、目標設定を予定しています。エネルギー自給率等

については、国のエネルギー政策やＣＯ２削減目標が

流動的なことから、明確に目標設定をすることは現時

点では困難な状況です。  

なお、刈谷市の２００８年度のＣＯ２排出量は１９

９０年度と比較して５５％も増加しており、全国 (３

４％増 )や愛知県 (２８％増 )、豊田市 (２６％増 )等と比

較しても大幅に増加しているため、家庭部門のＣＯ２

削減に大きな効果が確実に期待できる太陽光発電シ

ステムに対しては、手厚い支援を行っています。  

補助単価については、碧南市や高浜市が５万円で設

定しており、近隣自治体全体で飛びぬけて高額ではあ

りませんが、今後も、各市の状況を踏まえて検討を行

っていきます。  

全体のストーリーを作って、その中でこの施策が

どのような意味を持っているのかを明らかにしな

いと、事業の評価ができない。どういった目的があ

り、それを達成するためにどういう施策が必要で、

他の施策との関係でどのように位置づけられてい

るのか検討してほしい。  

刈谷市では平成２３年３月に「刈谷市環境都市アク

ションプラン」を策定し、ＣＯ２を２０２０年度に２

５％削減（１９９０年度比）することを目標に、分野

ごとに重点テーマを設定して取組を推進しています。

本プランの中で、産業・エネルギー分野の重点テーマ

の１つとして、「クリーンエネルギーの導入推進」を

掲げており、本事業はその重要な柱として取り組んで

いるものです。  

戸建て住宅のための施策であり、集合住宅に対し

てはＣＯ２排出の抑制は難しいのではないか。また

集合住宅に住んでいる人には恩恵が無く不公平に

感じる。  

集合住宅でも、１０ｋＷ未満の太陽光発電システム

を所有者や管理者の承認の上で設置する場合は、戸建

て住宅と同様の条件を満たせば補助の対象になりま

す。また、集合住宅において１０ｋＷ以上のシステム

を設置する場合は、固定価格買取制度において１０ｋ

Ｗ未満のシステムより手厚い支援をうけることがで

きます。  

なお、再生可能エネルギーを導入し、地球温暖化対

策、エネルギー自給率の向上などを進めることは、全

市民にとっての喫緊の課題であり、システムを設置で

きない人にも恩恵があるものと考えています。  

企業の中でＣＯ２削減をする際には、いつまでに

という数値目標があって、それを基に今年度の施策

を決め、それを細分化して管理していく。事業をい

つまでも続ける訳にはいかないので、これくらいの

期間でここまで達成したいので、このように取り組

みますという説明ができるようにお願いしたい。  

地球温暖化対策は、行政、事業者、市民などが当事

者として取組を進めていくことが必要です。そのた

め、ＣＯ２削減目標を細分化して管理を行うために

は、様々な当事者、特に刈谷市のＣＯ２排出量の約半

分を排出している産業部門の事業者とコンセンサス

を得ることが重要ですが、課題も多く部門ごとの数値

目標の設定には到っていません。国のＣＯ２削減目標

やエネルギー政策についても流動的であり、現時点で

は部門ごとの目標の設定は困難な状況です。  

従って、まずは住宅用太陽光発電の設置率の目標設

定を行い、国、県、近隣自治体の動向に十分注意しな

がら、実施期間や制度の検討を行っていきます。  
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夫

　（1kw当たりの年

4

間CO2削減量は、3

1

67.6kgで計算：

7

火力発電との比較）

　

作

国の補助制度の変更等

成

により申請件数の増減

者

が予想されるため、常

杉

に最新の動向に配慮し

浦

た制度設計が必要とな

　

る。
課題

(できなか 

英

 ったこと)

指標名称

一

（単位）
実績値 目標値

郎

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 補助件数 307 353 469 500 600
指標 （件）
成果 CO2排出削減量 1,122.1 1,678.6 2,425.5 3,160.5 4,900
指標 （t-CO2）

岡崎市20,000円/kw、碧南市50,000円/kw、豊田市30,000円/kw、安城市40,000円/kw、西尾市30,000円/kw、
他市との 知立市30,000円/kw、高浜市50,000円/kw、みよし市50,000円/kw
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 98,540 78,008 103,144 120,000 合計 103,144,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 4,579 6,285 5,190 5,250 交付金 103,144,000 円

一般財源 93,961 71,723 97,954 114,750

職員人件費　② 0 1,450 1,436 1,498

総事業費（①＋②） 98,540 79,458 104,580 121,498

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 住宅用太陽光発電

Ｄ

施設導入促
進費補助金

　

（県）

２５年度以降の

　

事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

　

要

総合計画
分野 都市環

刈

境

基本施策 低炭素社会

谷

施策体系
施策の内容 エ

市

ネルギーの有効利用

目

事

　
　
　
的

　環境基本計

務

画及び地球温暖化対策

事

地域推進

主
た
る
内
容

　

業

太陽光発電システムを

評

設置しようとする市
計

価

画の趣旨にのっとり、

シ

クリーンエネルギー 民

ー

に対し、24万円（4

ト

kw）を限度に補助金

（

を交
の積極利用による

様

環境負荷の少ない社会

式

を形 付し普及を図る。

１

成していくことで、地

）

球温暖化を防止する。

会

 ※補助金の額　1k

計

wあたり6万円

位
置
づ

名

け

関連計画 刈谷市環境

担

基本計画　　刈谷市地

当

球温暖化対策地域推進

部

計画

根拠法令 刈谷市住

経

宅用太陽光発電システ

済

ム設置費補助金交付要

環

綱

対象者 市民 事業期間

境

平成１１年度 ～

実施方

部

法 ■直営　□委託　□

一

指定管理　■補助・助

般

成　□その他

会計
住宅用太陽光

Ｂ
　

発

事
　
業
　
実
　
績

２１年

電

度実績 ２２年度実績 ２

シ

３年度実績 ２４年度計

ス

画

【補助件数】 【補助

テ

件数】 【補助件数】 【

ム

補助件数】
　　　　3

設

07件 　　　　353

置

件         4

費

69件 　　   50

補

0件
【補助金額】 【補

助

助金額】 【補助金額】

事

【補助金額】
　　98

業

,540千円 　　 7

担

8,008千円    

当

 103,144千円

課

　 120,000千

環

円
【設置規模】 【設置

境

規模】 【設置規模】 【

推

設置規模】
　　1,2

進

28.1kw     

課

1,514.0kw 　

款

　2,031.7kw

項

　  2,165.0

目

kw

　太陽光発電シス

課

テムの設置を促進する

等

ことで、地球温暖化防

長

止に努めることができ

名

た。

成果 　平成23年

豊

度は、年間ベースで7

田

46tのCO2削減効

　

果をもたらしたことに

哲

なる。

(できたこと)
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事業名 地域福祉基金運用事業  担当 福祉健康部社会福祉課  No 13 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☐改善・効率化  ☑縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

基金の運用益が下がれば、事業を縮小せざるを得

ないと思う。  

運用益の減少による事業の見直し（縮小）は、既に

検討を行っており、類似事業などの整理・統合を行っ

た結果、平成２５年度当初予算では、これまでの４事

業のうち、２事業を補助していく予定です。  

元金等も取り崩し規定を適用して、ぜひ使っても

らいたい。  

地域福祉基金は、平成２０年の条例改正により、取

り崩すことは可能となりましたが、「果実運用型」と

して運用益を地域福祉活動の支援のための経費に充

てていくことを方針としており、まずは基金の運用方

法の見直しによる運用益の増加や補助対象事業の見

直し等を行う必要があると考えており、そのうえで、

更なる地域福祉事業への補助が必要である場合に、基

金の取崩しによる対応を考えることとなりますが、事

業費補助を行うにあたっては、問題点や課題を精査

し、取崩しの適用範囲等を検討していく必要があると

考えます。  

市民活動やＮＰＯ活動に補助をする際、３年や５

年と期間を決めて徐々に補助率を下げていくこと

が多い。社会福祉協議会やＮＰＯ団体に対して、最

初の立ち上げや活動当初には補助を行い、段々と自

立を促していく枠組みを作っていくことが一般的

な考え方である。  

地域福祉活動の推進を図るためには、短期的なもの

ではなく、継続的な働きかけが必要と考えます。また、

地域福祉活動を行う団体、組織は自立可能なものばか

りではなく、資金力がなかったり、参加者からの費用

負担を求めることが難しい場合もあります。今後、自

立可能な活動に対しては、より効果的、効率的な補助

の方法を探りながら、自立に向けた取組を指導し、補

助の終息方法も検討してまいります。  

２０年間この事業をしたことで、どのような問題

点があり、どのような成果があったのかを点検して

いただき、その上でメニューや支援の方法を検討し

ていくことを今後お願いしたい。  

成果として、ボランティアの登録団体数は着実に増

加してきており、一人暮らしや、寝たきり老人等への

支援を始め、地域福祉の推進に寄与する様々な活動が

展開されています。一方、問題点として、長期間継続

してきた事業に対しては、補助の取りやめを行い難い

こと、また、参加者の中には低所得の方も含まれてい

るため、新たに費用負担を求めていくことが難しいこ

と、さらに、地域の担い手が不足しており、事業の浸

透が進まないことなどが挙げられます。今後はより効

率的・効果的な事業の運用を図るため、ＰＲ方法や開

催方法、あるいは事業の存廃などについて検討するよ

う社会福祉協議会に助言・指導を行ったうえで、福祉

の心の醸成、地域の実情に応じた福祉の定着のため、

地域福祉基金の設立の趣旨を考慮し、よりよい補助の

方法を検討してまいります。  
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人
・ボランティア講座

敦

開催事業 ・ボランティ

人

ア講座開催事業 ・ボランティア講座開催事業 ・ボランティア講座開催事業
　　開催　2回　参加者 20人 　　開催　3回　参加者118人 　　開催　2回　参加者 47人 　　開催 2回 参加者 50人

　社会福祉協議会に対し、事業費の補助を行い、活動の支援を行った。

成果 　1人暮らし・ねたきり老人への支援やボランティア育成の推進が図られた。

(できたこと)

　現在の社会情勢から、低金利の状態が続いており、事業の財源としての地域福祉基金積立金利子の運用益が少ない状況
課題

にある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 地域の支えあいにより高齢者等が安心して暮らせる ― 58.3 ― 61.0 62.0
指標 と思う市民の割合（％）
成果 社会福祉協議会のボランティア登録団体数 100 103 109 125 125
指標 （団体）

　岡崎市、碧南市、安城市、みよし市・・・運用益は基金へ編入
他市との 　豊田市、西尾市、高浜市　　　　　・・・運用益は福祉関連の事業や、社協への補助金として充当
比較検証 　知立市　　　　　　　　　　　　　・・・基金なし

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年

Ｄ

度 ２３年度 ２４年度 ２

　

３年度

（決算） （決算

　

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 1

Ｏ

,568 1,599 1

　

,589 1,904 合

　

計 1,589,431

∧

 円
負担金、補助及び

　

財
　
源

特定財源 1,4

　

72 875 470 25

実

3 交付金 1,589,

　

431 円

一般財源 9

　

6 724 1,119 1

施

,651

職員人件費　

　

② 0 109 179 18

　

7

総事業費（①＋②）

∨

1,568 1,708 1,768 2,091

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 地域福祉基金積立金利子

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

　

全

基本施策 地域福祉
施

刈

策体系
施策の内容 地域

谷

福祉活動の推進

目
　
　

市

　
的

　地域福祉基金の

事

運用収入を、地域福祉

務

活動

主
た
る
内
容

　刈谷

事

市社会福祉協議会が実

業

施する各種地域
を支援

評

するための経費の一部

価

として活用し、 福祉事

シ

業に対し、補助金を交

ー

付する。
地域福祉の推

ト

進を図る。 対象事業
・

（

なごやか交流会事業
・

様

ねたきり老人出張理美

式

容事業
・児童生徒ボラ

１

ンティア育成事業
・ボ

）

ランティア講座開催事

会

業

位
置
づ
け

関連計画 刈

計

谷市地域福祉計画

根拠

名

法令 刈谷市地域福祉基

担

金条例

対象者 刈谷市社

当

会福祉協議会 事業期間

部

平成５年度 ～

実施方法

福

□直営　□委託　□指

祉

定管理　■補助・助成

健

　□その他

康部

一般会計
地域

Ｂ
　
事

福

　
業
　
実
　
績

２１年度

祉

実績 ２２年度実績 ２３

基

年度実績 ２４年度計画

金

・なごやか交流会事業

運

・なごやか交流会事業

用

・なごやか交流会事業

事

・なごやか交流会事業

業

　　19会場　参加者

担

　298人 　　21会

当

場　参加者　338人

課

　　21会場　参加者

社

　310人 　　21会

会

場　参加者　350人

福

・ねたきり老人出張理

祉

美容事 ・ねたきり老人

課

出張理美容事 ・ねたき

款

り老人出張理美容事 ・

項

ねたきり老人出張理美

目

容事
　業　利用　58

課

人　154回 　業　利

等

用　65人　180回

長

　業　利用　87人　

名

221回 　業　利用　

鈴

80人　240回
・児

木

童生徒ボランティア育

　

成 ・児童生徒ボランテ

克

ィア育成 ・児童生徒ボ

幸

ランティア育成 ・児童

3

生徒ボランティア育成

1

　事業 　事業 　事業 　

1

事業
　　開催　3回　

作

参加者 23人 　　開

成

催　3回　参加者 6

者

人 　　開催　1回　参

近

加者 19人 　　開催

藤

 2回 参加者 25
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事業名 手当等給付事業  担当 福祉健康部障害福祉課  No 14 

市の方針 ☐拡充  ☑現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

障害者の方が自立するために、現金を給付するこ

とも大事だが、それよりももっと優先順位が高い施

策として、自立できる能力を具体的に身に付けてい

くことができるサービスにシフトしていく方が、施

策に掛けるコストと成果を考えると、優先順位が高

いと感じる。  

障害者施策に関しましては、自立を促すサービスと

して訓練等給付等をすでに行っており、国、県の制度

を含めましても、現金を給付するものの占める割合は

決して高くないと考えます。今後も費用対効果を念頭

に置き、各種事業を実施していきます。  

自立に向けてできることを具体的に、人間関係、

職業訓練、それをサポートするＮＰＯの支援などの

形で地域力を付けていった方が現実的な方法では

ないか。  

現在も、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、事業所などと

の連携は図られています。また、障害福祉の協議の場

である刈谷市障害者自立支援協議会などで意見をい

ただきながら地域力を高めるための検討をし、各種事

業を実施していきます。  

刈谷市も障害者に対して手厚いサービスをして

いるので、是非見直していただき、現状以上の金額

で頑張ってほしい。  

今後の社会情勢や財政状況により、財源の確保が難

しくなり所得制限を設ける必要性があることも考え

られますが、現状の水準は維持していくことを念頭に

置き、各種事業を実施していきます。  所得制限を設けて、所得の無い人にもっと手厚い

助成をした方が、もう少し充実するのではないか。 

金額も大事だが、制度の裏にある考え方の問題が

重要である。なぜ制度ごとに所得制限が有ったり無

かったりするのか、市の考え方を市民に説明できる

ようにしてほしい。  

国や県の制度においては所得制限を設けているも

のもありますが、障害者の自立した生活を支援するた

めに障害者手帳所持者全員が対象となる心身障害者

扶助料等には所得制限を設けず、障害者全体の福祉の

増進を図っております。  
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援し、障害者福祉の増進を図ることがで

成果 きた。

(できたこと)

　心身障害者扶助料については、市単独の手当であり、障害者の増加に伴い、手当支給額も増加し、市財政への負担も重
課題

くなってきている。今後の手当総額の伸びによっては、支給内容の見直しが必要になる可能性もある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 支給件数 5,585 5,800 6,110 6,370
指標 （件）
成果   
指標

心身障害者扶助料については、若干の金額の違いはあるものの、近隣各市も同様に実施している。
他市との 難病疾患見舞金については、近隣で実施していない市もある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 236,131 244,055 252,361 263,919 合計 252,360,700 円
扶助費 252,360,700 円

財
　
源

特定財源 32,724 32,762 35,401 38,384

一般財源 203,407 211,293 216,960 225,535

職員人件費　② 0 2,

Ｄ

537 2,512 2,

　

622

総事業費（①＋

　

②） 236,131 2

　

46,592 254,

Ｏ

873 266,541

　

建
設
事
業

全体事業費 0

　

２３年度特定財源名称

∧

２３年度迄の累積事業

　

費 0 特別障害者手当等

　

給付費国庫
負担金

２５

実

年度以降の事業費見込

　

0 愛知県特別障害者手

　

当等支給
費補助金

施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 障害児・者福祉
施

刈

策体系
施策の内容 障害

谷

福祉サービスの充実

目

市

　
　
　
的

 各種の手当

事

等を支給することによ

務

り、障害者

主
た
る
内
容

事

 次の手当等を支給す

業

る。
の自立した生活を

評

支援し、障害者の福祉

価

の増 　・特別障害者手

シ

当
進を図る。 　・障害

ー

児福祉手当
　・経過的

ト

福祉手当
　・心身障害

（

者扶助料
　・難病疾患

様

見舞金

位
置
づ
け

関連計

式

画 刈谷市障害者計画、

１

刈谷市障害福祉計画

根

）

拠法令 特別児童扶養手

会

当等の支給に関する法

計

律、刈谷市心身障害者

名

扶助料支給条例

対象者

担

障害者、難病患者 事業

当

期間 昭和３９年度 ～

実

部

施方法 ■直営　□委託

福

　□指定管理　□補助

祉

・助成　□その他

健康部

一般会計
手当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

等

１年度実績 ２２年度実

給

績 ２３年度実績 ２４年

付

度計画

特別障害者手当

事

　　　 77人 特別障

業

害者手当　　　 87

担

人 特別障害者手当　　

当

　 96人 特別障害者

課

手当　　　101人
障

障

害児福祉手当　　　 

害

63人 障害児福祉手当

福

       67人

祉

障害児福祉手当　　　

課

 65人 障害児福祉手

款

当　　　 76人
経過

項

的福祉手当     

目

   6人 経過的福祉

課

手当        

等

7人 経過的福祉手当 

長

       7人 経

名

過的福祉手当    

後

    7人
心身障害

藤

者扶助料　4,886

　

人 心身障害者扶助料　

和

5,038人 心身障害

江

者扶助料　5,311

3

人 心身障害者扶助料　

1

5,517人
難病疾患

2

見舞金　　　553人

作

難病疾患見舞金　　　

成

601人 難病疾患見舞

者

金　　　631人 難病

小

疾患見舞金　　　66

山

9人
　 　

　各種手当を

　

支給し、経済的支援を

彩

することにより、障害

子

者の自立した生活を支
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事業名 子ども医療費助成事業  担当 福祉健康部国保年金課  No 15 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

市の税金を使っているが結果として医療費を減

らしているという説明ができると説得力があるの

で、市民への説明責任を果たすために、活動指標や

成果指標を出すことにチャレンジしていただきた

い。  

活動指標として「受診件数（レセプト枚数）」を、

成果指標としてレセプト１件あたり助成額を掲載し

ます。  

受診回数は増加するも早期に治癒し、医療費が削減

されるという結果が望まれますが、現状の助成額は

年々増加傾向で、医療費削減には資していない状況で

す。  

未就学者への補助は若い夫婦の転入率に影響が

あり、若い人が増えると市全体に活気が出てくる成

果もある。アウトカムとしては、市全体の活気や人

口の動態も調べると良いデータが出てくるのでは

ないか。  

４月１日時点での１５歳未満の子どもの数は、制度

拡大以降、２０年 22,975 人、２１年 22,787 人、２２

年 22,703 人、２３年 22,632 人、２４年 22,436 人と

微減です。県内ほとんどの市町村に同様の制度があ

り、居住地の選択にはその他の要素も重要であるた

め、この制度による影響は薄いと考えられます。  

平成２６年度に県の制度が見直されるというこ

とだが、世代間で負担に不公平が無いよう、今お子

さんがいる方とこれからお子さんを持つ方の差が

無いように制度設計を分かり易く提示していただ

きたい。  

今の子どもたちが親になったときに負担が増加す

ることのないよう、制度の維持存続が重要であり、長

期的な視点での見直しを検討してまいります。  

県が制度を見直した時に刈谷市がどう対応する

か政策判断するにあたり、市独自の活動指標が有益

になってくる。この施策がどれくらい意味があるの

か検証し、どうしていくかを決めるべきである。ど

れくらいの税金を注ぎ込んで、どれくらいの効果が

あったのかを担当者自身が常に意識していただき、

それを市民に説明していただく姿勢が無いとそう

いった判断はできない。これは良い施策なので効果

があることを数値で証明してほしい。  

子ども医療を拡充することで医療費が減少すると

いう結果は、活動指標として得られにくいと思われま

す。また少子化対策としての効果も、現時点では数値

として得られていない状況です。子育て世代への経済

的な援助として、福祉的な視点から、どの程度の予算

を投入していくかの判断になると思われます。  
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貴

るため、より適正で効

美

果的な制度への見直し

子

検討が必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 受診件数（レセプト件数） 282,411 325,891 348,392 384,000
指標
成果 レセプト1件あたり助成額 2,324 2,108 2,097 2,000
指標 （円）

　通院費助成は、県内54市町村のうち1市が小学3年生まで、7市町が小学6年生まで、5市町が高校3年生まで
他市との を、西三河9市を含む残りの40市町村が刈谷市と同様に中学校卒業までを対象としている。また1市が小学1
比較検証 年生以上、2市が小学4年生以上に1割負担を、2市が中学生に1.5割負担を導入し、1市は小学生以上について

は非課税世帯のみ対象とし、1市は小学生以上は非課税世帯のみ全額助成で他は1割負担を導入している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 656,436 687,025 730,671 768,000 合計 730,670,771 円
扶助費 730,670,771 円

財
　
源

特定財源 159,025 168,397 166,979

Ｄ

206,592

一般財

　

源 497,411 51

　

8,628 563,6

　

92 561,408

職

Ｏ

員人件費　② 0 2,8

　

99 2,871 2,6

　

22

総事業費（①＋②

∧

） 656,436 68

　

9,924 733,5

　

42 770,622

建

実

設
事
業

全体事業費 0 ２

　

３年度特定財源名称

２

　

３年度迄の累積事業費

施

0 子ども医療費県補助

　

金（県）

２５年度以降

　

の事業費見込 0

∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

　

全

基本施策 社会保障
施

刈

策体系
施策の内容 福祉

谷

医療の推進

目
　
　
　
的

市

　子育て支援として子

事

どもの健康保持と福祉

務

主
た
る
内
容

　中学校卒

事

業までの子どもに係る

業

保険診療の
の増進を図

評

る。 自己負担分の医療

価

費を助成する。

位
置
づ

シ

け

関連計画 次世代育成

ー

支援行動計画（後期計

ト

画）

根拠法令 愛知県福

（

祉医療費支給事業事務

様

取扱要領・刈谷市子ど

式

も医療費支給条例

対象

１

者 中学校卒業までの子

）

の保護者である市民 事

会

業期間 昭和４８年度 ～

計

実施方法 ■直営　■委

名

託　□指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

２１年度実績 ２２年度

計

実績 ２３年度実績 ２４

子

年度計画

中学校卒業ま

ど

での子どもに係 中学校

も

卒業までの子どもに係

医

中学校卒業までの子ど

療

もに 中学校卒業までの

費

子どもに
る保険診療医

助

療費の自己負担 る保険

成

診療医療費の自己負担

事

係る保険診療医療費の

業

自己負 係る保険診療医

担

療費の自己負
分を助成

当

。 分を助成。 担分を助

課

成。 担分を助成。
年間

国

平均受給者数　22,

保

625人 年間平均受給

年

者数　22,790人

金

年間平均受給者数　2

課

2,613人 年間平均

款

受給者数　22,80

項

0人
年間支給総額 年間

目

支給総額 年間支給総額

課

年間支給総額
    

等

         6

長

56,436,387

名

円          

竹

  　687,025

内

,474円      

　

      　730

仁

,670,771円  

3

          

1

　768,000,0

4

00円

　子育て支援と

作

して子どもの健康保持

成

と福祉の増進を図るこ

者

とができた。

成果

(で

渡

きたこと)

　医療費の

部

伸びと共に医療助成額

　

も増加傾向と見込まれ
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事業名 市街地整備促進事業  担当 都市整備部まちづくり推進課 No 16 

市の方針 ☐拡充  ☑現状維持  ☐改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

県との関係の中で刈谷市が何故（東陽町名店街地

区の）対応するのか、意味がよくわからない。  

名店街ビルは、１・２階が個人の店舗と住宅、３・

４階が県営住宅で、１４名の個人と刈谷市が所有する

土地に建つ建物であり、建築後５２年が経過し耐震性

構造ではないため東海大地震等による倒壊の危険性

が非常に高くなっています。また、前面の県道知立東

浦線は、災害時の緊急輸送道路に指定されており、倒

壊による道路封鎖の可能性も高く、早期の取壊しが必

要な状況です。 

愛知県は、県営住宅の解体にあたり、１・２階の個

人部分と分けての解体が困難であるため、地権者と協

議し個人部分と同時に解体を行い、地権者は持分に応

じた解体費を負担します。 

市は名店街ビルの解体に合わせ、解体後のまちづく

りを誘導し、中心市街地の活性化を図るため、また、

取壊し及び開発ビルの建設が、補助金事業（住宅・建

築物安全ストック形成事業、優良建築物等整備事業）

であるため、解体から開発までを円滑に進めるための

調整及び支援的業務を行うものです。 

市民の税金を使ってでもこういうことをやるこ

とが、税金以上の効果を生むということを説明しな

ければいけない。  

既成市街地で開発事業が進むことにより、老朽建築

物の建替えや街路等の基盤整備が進み、緊急輸送道路

の確保やまちの防災・安全性が向上します。また、優

良住宅等の整備によりまちなか居住が推進され、地区

人口の増加や商店街の再生など、まちの賑わいが創出

され中心市街地が活性化します。  

さらに、中心市街地が活性化しまちの魅力が向上す

ることにより、経済活動の活性化や資産価値の上昇に

よる税収の増加が見込まれます。  

成果指標を工夫して入れていただきたい。インプ

ットでは予算の投入額、アウトプットでは勉強会や

懇談会の開催回数、アウトカムではいろいろな考え

方があるが、富山市はＤＩＤ地区（人口集中地区）

の人口密度が低くそこを上げようと目標を立てて

いる。実績値、目標値の年度を超える必要があるも

のは欄を設けて記入していただいて結構なので、成

果指標の欄を設けている以上、空欄のままにするの

だけは絶対にやめてもらいたい。  

「新市街地の検討区域内における平成４２年度目

標人口」、また工業系については「工業用地延べ建築

面積」を成果指標とします。  
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尾

施設整備に向けた公募

　

 《既成市街地》中心

光

市街地の3地区（東陽

弘

町名店街地区、銀 要領案の作成
 地区（刈谷駅北地区、東陽町 座ＡＢ地区）の再生に有効か （新市街地拡大は「住宅系拡
　　　　―――――― 名店街地区、銀座ＡＢ地区） つ具体的な事業手法等の検討 大市街地整備事業」及び「工

の権利状況及び課題整理を行 及び事業化に向けた権利者の 業系拡大市街地整備事業」へ
い再生に有効な計画の検討及 組織づくりを検討　 移行）
び事業化に向け、権利者の理
解促進のため勉強会を開催

《新市街地》地権者からの意向を踏まえた事業の実現方策を検討することができた。

成果 《既成市街地》東陽町名店街地区において、老朽建物の解体に向けた権利者全員の意思統一を図ることができた。

(できたこと) 　　　　　　　銀座ＡＢ地区において、民間活力を活用した施設整備方針を策定し、権利者に対して説明会を実施した。

《新市街地》地権者の合意形成を促進するため、今後も勉強会等を開催し理解を得ることが必要である。
課題

《既成市街地》銀座ＡＢ地区整備方針に対する権利者理解の増進、整備事業実施可能な公募要領案の作成が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 住居系区域内人口（人） ― 240 240 240 240
指標 (平成42年度目標　960人)
成果 工業用地延べ建築面積（千㎡） ― 2,529 2,529 2,529 2,529
指標 (30人以

Ｄ

上の事業所の平成42

　

年度目標　2,737

　

千㎡)
 刈谷市独自の

　

事業である。
他市との

Ｏ

比較検証

　
　
∧
　
　
実
　
　

Ｃ
　
事
　
業

施

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
２１年度 ２２年度 ２　 ３年度 ２４年度 ２３年

∨
度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,919 8,421 4,727 合計 8,421,180 円
旅費 10,680 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 8,410,500 円

一般財源 0 2,919 8,421 4,727

職員人件費　② 0 7,973 9,332 5,619

総事業費（①＋②） 0 10,892 17,753 10,346

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

　

環境

基本施策 市街地・

刈

住環境
施策体系

施策の

谷

内容 計画的な土地利用

市

目
　
　
　
的

　平成23

事

年に策定した都市計画

務

マスタープラ

主
た
る
内

事

容

《新市街地》
ンにお

業

いて新市街地の整備や

評

既成市街地の再  関係

価

地権者に対して実施し

シ

た、まちづくりに
生に

ー

向けた方針を示してい

ト

る。本市は今後も 関す

（

るアンケート結果を踏

様

まえ、将来イメー
人口

式

増加が見込まれること

１

から、人口の定住 ジ図

）

、概算事業費の算出、

会

事業手法・事業主
化を

計

促進するための新たな

名

市街地の創出や既 体等

担

を検討し、合意形成を

当

図るための資料を
成市

部

街地についても少子高

都

齢化に向けた集約 作成

市

。
型の市街地の形成を

整

図る必要がある。その

備

方 《既成市街地》
向性

部

を見据えながら関係権

一

利者の理解を深め （東

般

陽町名店街地区）勉強

会

会を開催し再開発
実現

計

性かつ計画性のある事

市

業を組み立てる。 事業

街

の仕組みや手法等につ

地

いての理解を深め
事業

整

化に向けた組織づくり

備

を検討。
（銀座ＡＢ地

促

区）民間活力を活用し

進

た官民連
携による施設

事

整備手法の検討。

位
置

業

づ
け

関連計画 刈谷市都

担

市計画マスタープラン

当

根拠法令 都市計画法

対

課

象者 地元関係者・各権

ま

利者 事業期間 平成２２

ち

年度 ～

実施方法 ■直営

づ

　■委託　□指定管理

く

　□補助・助成　□そ

り

の他

推進課

款 項 目 課等

Ｂ
　
事
　
業
　

長

実
　
績

２１年度実績 ２

名

２年度実績 ２３年度実

松

績 ２４年度計画

 《新

尾

市街地》新市街地拡大

　

予 《新市街地》新市街

裕

地拡大に 《既成市街地

8

》
 定箇所（依佐美地

4

区）の地権 向けての事

1

業手法の検討 銀座ＡＢ

作

地区の民間活力を活
 

成

者に対し、アンケート

者

を実施 《既成市街地》

笹

中心市街地の2用した
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事業名 緑の街並み推進事業  担当 都市整備部公園緑地課  No 17 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

目的に「市内の緑化率の向上を図る」とあるが、

これはアウトプット指標である。目的に「地球環境

にも配慮する」を追加してはどうか。  

目的に「緑は人々に潤いと安らぎを与えてくれると

ともに、環境の改善に資するなど重要な役割を果たし

ています。」を追加します。  

目的がよく理解できない。緑化率を高めることの

背景が何か、何をしたいのかが明確でない。例えば、

ＣＯ 2 を削減するためには他の方法もあるので、こ

の事業でどれぐらい下げるかをはっきりさせる。そ

の中で、市民の税金を効率的に使わなければいけな

いので、緑化がどういう目的で行われ、それぞれの

目的が何割なのか説得力がある説明が求められる。 

緑化をすることの主な目的として、人々に潤いと安

らぎを与えることだと考えております。それによって

得られる効果の一つとして、ＣＯ２削減があげられま

す。  

以上の内容を踏まえて、評価シートの目的欄を変更

いたします。  

成果指標はどちらも主観的な指標であるが、普通

は主観的な指標と客観的な指標を組み合わせて使

う。ここの場合では緑化面積や緑被率（ある地域又

は地区における緑地面積が占める割合）などを指標

としてはどうか。多面的に評価して客観的な指標も

入れた方が良い。  

客観的な指標として、「市街化区域の緑被率」を成

果指標としました。  

緑被率・緑視率（路上に立った人の視野に占める

草木の緑の割合）両方の視点から取り組んでいただ

くことも大事である。  

「緑や自然を身近に感じることができると思う市

民の割合」の結果を、緑視率にかわるものとして成果

指標としました。  

もし緑化が本当に必要であるならば、県の基準に

合わせて大規模な緑化だけではなく、小規模な緑化

に対してもどうするのかを考えた上で行っていく

というのも一つの選択肢である。  

緑化推進基金の運用益を利用した小規模の緑化事

業は、平成２１年度より「民有地緑化推進事業」とし

て実施しております。  

市街地での緑化は難しいとのことでしたが、屋

上・壁面緑化を進めて行けばある程度実現できるの

ではないか。刈谷市役所自体が屋上緑化や壁面緑化

に取り組み、市民の緑化意識の向上をアピールする

計画はないのか。  

庁舎建設時に屋上の空調機器等以外のスペースに

緑化を行いました。  

今後の取組については、関係課と調整を行っており

ます。  
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業の民有地緑化への補助対象が、比較的規模の大きなものであることから、補助対象の規模が小さい民有地緑化推
課題

進事業に比べて申請、相談件数が少ない。
(できなか 

　今後、大規模な緑化事業を行えるような敷地を有する市内事業所等を中心に、啓発活動を実施していく必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 緑や自然を身近に感じることができると思う市民の ― 65.7 ― 66.2 66.7
指標 割合（％）
成果 市街化区域の緑被率 ― 9.9 ― ― 9.9
指標 （％）

　あいち森と緑づくり都市緑化推進事業を活用した緑化補助事業は、各自治体によって補助対象の事業は異
他市との なるが、都市緑化の普及啓発を主な目的として、愛知県内で平成21年度に3市、平成22年度に8市町、平成23
比較検証 年度に17市町で実施実績がある。

　また、並木道（街路樹）の再生は、愛知県内で平成21年度に8市、平成22年度に10市で実施実績がある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,685 22,7

Ｄ

88 11,544 24

　

,298 合計 11,5

　

44,000 円
負担

　

金、補助及び

財
　
源

特

Ｏ

定財源 11,400 2

　

1,000 11,54

　

4 24,298 交付金

∧

11,544,000

　

 円

一般財源 285 1

　

,788 0 0

職員人件

実

費　② 0 2,537 2

　

,154 2,810

総

　

事業費（①＋②） 11

施

,685 25,325

　

13,698 27,1

　

08

建
設
事
業

全体事業

∨

費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 あいち森と緑づくり都市緑化
推進事業交付金（県）

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

　

施策 公園緑地・緑化
施

刈

策体系
施策の内容 緑化

谷

の推進

目
　
　
　
的

　緑

市

は人々に潤いと安らぎ

事

を与えてくれると

主
た

務

る
内
容

　愛知県が行う

事

「あいち森と緑づくり

業

都市緑
ともに、環境の

評

改善に資するなど重要

価

な役割 化推進事業」を

シ

活用し、民有地で行う

ー

比較的
を果たしていま

ト

す。そこで、市民の緑

（

化意識 規模の大きな生

様

垣設置及び屋上、壁面

式

、空地
及び市内の緑化

１

向上を図るために民有

）

地の緑 緑化（生垣50

会

ｍ以上、屋上、壁面、

計

空地100㎡
化事業及

名

び街路樹の再生に関す

担

る事業を行い 以上）に

当

対して補助を行う。
ま

部

す。 　また、街路樹の

都

植替え工事を行う。

位

市

置
づ
け

関連計画 第2次

整

緑の基本計画

根拠法令

備

あいち森と緑づくり都

部

市緑化推進事業交付金

一

交付要綱他

対象者 市民

般

、事業者 事業期間 平成

会

２１年度 ～

実施方法 ■

計

直営　□委託　□指定

緑

管理　■補助・助成　

の

□その他

街並み推進事業
担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２１年度実

課

績 ２２年度実績 ２３年

公

度実績 ２４年度計画

・

園

街路樹の再生 ・民有地

緑

の大規模緑化 ・民有地

地

の大規模緑化 ・民有地

課

の大規模緑化
　市道0

款

1-25号線（天王町

項

他地　1件（壁面緑化

目

） 　3件(壁面緑化、

課

空地緑化) 　2件
内）

等

・街路樹の再生 ・街路

長

樹の再生
　市道01-

名

25号線（富士見町他

坪

　市道2-232号線

井

(相生町地内)
地内）

　

  市道01-27号

修

線(板倉町地内)

　民

8

有地の緑化については

4

、大型緑化事業の申請

6

・実施があり、一定の

作

成果が得られている。

成

成果 　また、街路樹の

者

再生については、平成

山

21、22年度で市道

田

（天王町他地内）の植

　

替え工事を実施した。

誠

(できたこと)

　本事
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事業名 公共施設連絡バス運行管理事業  担当 都市整備部都市交通課  No 18 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

刈谷市都市交通戦略に効果や交流についての成

果目標を定めているので、利用して成果指標を書け

ば良い。  

刈谷市都市交通戦略の目標達成に向け、今後、バス

利用者アンケート等を実施していきます。ご指摘の意

見も参考にしながら、バス利用者の視点での成果指標

の設定を行ってまいります。  

説明の中で渋滞緩和が何回も出ているので、内部

評価の必要性だけではなく、目的にも入れるべきで

ある。  

公共施設連絡バスの運行が、少なからず渋滞緩和に

寄与していると考えていますので、ご指摘のとおり訂

正していきます。  

こういう事業は良いことだとは思うが、高齢者や

足のない人のための路線にするのか、多くの人が利

用するための路線にするのかをはっきり線引きし

ないと、利用しづらい路線になってしまう。  

今後、総合的な交通体系を見直す中で、刈谷市にと

ってどのような運行形態が最良なのかを検証してま

いります。  

今年度に市民、民間事業者、ＮＰＯ、地域団体、

交通事業者と行政で構成する都市交通協議会を設

置するということで、是非ここでの審議を充実させ

て、刈谷市の行政に反映していただきたい  

ご指摘のとおり、進めてまいります。  
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成

線       12

者

8,013人 　西境線

谷

       139

澤

,605人
　小垣江線

　

     123,2

菊

31人 　小垣江線  

乃

   134,380人 　小垣江線     142,422人
　東刈谷線      98,383人 　東刈谷線     110,465人 　東刈谷線     116,367人

　一ツ木線　　　 2,684人
　依佐美線　　　 3,036人
　

　平成24年3月にダイヤ改正し、通勤時間帯の遅延幅の縮小を図り、また、一ツ木線と依佐美線を新設したことにより、

成果 利便性の向上を図った。

(できたこと)

　これまで路線の充実や増便により順調に利用者数を伸ばしてきたが、引き続き増便やバス停まで遠い地区への乗り入れ
課題

の要望、バス停の屋根やベンチの設置要望に対し検討する必要がある。
(できなか 

　また、広告収入を得られる方法や愛称の公募などを検討する必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 利用者数 443,615 491,934 532,787 550,000 570,000
指標 （人）
成果   
指標

　近隣市では、規模の大小や有料・無料の違いはあるが、各団体でコミュニティバスを運行している。　
他市との 安城市　あんくるバス《10路線　利用料100円》、碧南市　くるくるバス《4路線　利用料無料》、知立市　
比較検証 ミニバス《5路線　利用料100円》、高浜市　いきいき号《5路線　利用料100円》

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

∧

千円
２１年度 ２２年度

　

２３年度 ２４年度 ２３

　

年度

（決算） （決算）

実

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 18

　

4,441 173,0

施

99 187,694 2

　

13,056 合計 18

　

7,693,987 

∨

円
需用費 1,360,275 円

財
　
源

特定財源 8,778 0 0 0 委託料 173,439,712 円
工事請負費 12,894,000 円

一般財源 175,663 173,099 187,694 213,056

職員人件費　② 0 3,262 4,307 4,121

総事業費（①＋②） 184,441 176,361 192,001 217,177

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 都市環境

基本施策 道

刈

路・交通
施策体系

施策

谷

の内容 公共交通の充実

市

目
　
　
　
的

　市内公共

事

施設等を結ぶ連絡バス

務

を委託運行

主
た
る
内
容

事

○運行路線　6路線（

業

始発～終着）
し、公共

評

施設利用の利便性の向

価

上を目指すと 　東境線

シ

（刈谷ﾊｲｳｪｲｵｱ

ー

ｼｽ～ひまわり）
とも

ト

に、広く一般市民、特

（

に交通弱者と言わ   

様

西境線（洲原温水プー

式

ル～ひまわり）
れる高

１

齢者等の積極的社会参

）

加と、渋滞緩和   小

会

垣江線（小垣江駅東口

計

～逢妻駅南口）
や環境

名

負荷低減等の観点から

担

、通勤通学の利   東

当

刈谷線（半城土町大原

部

～生きがいｾﾝﾀｰ）

都

用を促進する。 　一ツ

市

木線（総合運動公園～

整

市役所）
　 　依佐美線

備

（東刈谷駅北口～小垣

部

江駅西口）
○運行回数

一

　
  1日8往復（東

般

境線、西境線、小垣江

会

線　　
　　　　　　東

計

刈谷線）
　1日5往復

公

（一ツ木線、依佐美線

共

）
○利用料金　無料　

施

位
置
づ
け

関連計画  

根

設

拠法令 刈谷市公共施設

連

連絡バス運行事業実施

絡

要綱

対象者 対象者を特

バ

定せず 事業期間 平成９

ス

年度 ～

実施方法 □直営

運

　■委託　□指定管理

行

　□補助・助成　□そ

管

の他

理事業
担当課 都市

Ｂ
　
事
　
業
　

交

実
　
績

２１年度実績 ２

通

２年度実績 ２３年度実

課

績 ２４年度計画

総利用

款

者数　　 443,6

項

15人 総利用者数　　

目

 491,934人 総

課

利用者数　　 532

等

,787人 総利用者数

長

　　550,000人

名

運行路線別内訳 運行路

柘

線別内訳 運行路線別内

植

訳
　東境線     

　

  107,469人

敏

　東境線      

記

 119,076人 　

7

東境線       

1

128,673人
　西

1

境線       1

作

14,532人 　西境
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事業名 刈谷生きがい楽農センター運営事業 担当 経済環境部農政課  No 19 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

目的に対して目標を明確にしてそれにそった施

策をやっていかないと、成果に結びついていかな

い。  

耕作放棄が見込まれる畑作地帯の遊休農地の解消

と抑制を図ることを目的として遊休農地の解消・抑制

面積も目標値とします。  

市民農園で野菜を作ることはカルチャーセンタ

ー的農業であり、そこに１人当たり１００万円も税

金を使うのはおかしい。出荷･販売を行う研修修了

生の数を２～３名ではなく、かなり上げていかない

と説明がつかない。今のままでは市民の理解を得る

ことは難しい。「出荷・販売を行う研修修了生の数」

は、もっと高い数字を目標値とするべきではない

か。  

研修の内容は畑作農業者を育成できるカリキュラ

ムであり、人材育成にはある程度費用がかかるもの

で、畑作地帯の遊休農地化を抑制するために必要な事

業であると考えます。  

また、新規就農者の育成はあくまで手段であり、出

荷等を行う修了生の人数を高くすることも必要であ

ると思いますが、就農者の育成、退職等に伴う帰農者

の再育成などを図りながら、本来の目的である遊休農

地の解消・抑制面積についても目標値とします。  

※本市の「市民農園」は、遊休農地を活用したもので、

研修修了生が本格的に農地を借り受ける前段階のス

テップアップとして１年単位の短期間の耕作を行う

農地です。これとは別にＪＡが事務局となり市民が余

暇を利用し、農作業体験を行う施設として「市民菜園」

が市内に１２か所あります。  

遊休農地をなくすにはどういう対策をすればい

いのかということから始めないと、事業の目的から

外れてしまい、本当に大規模な遊休農地の解消には

ならない。  

遊休農地については今後も増加が見込まれる一方

で、全国的にも有効な解消方法が確立されていないこ

とから今のところ大規模に解消する方策はなく、本事

業により発生を抑制しつつ、修了生に遊休化した農地

を貸し付けることで解消しています。  

遊休農地の解消と抑制という目的を掲げている

が、実際にはカルチャー的な感じでも仕方がないと

いうことで、努力不足に映る。もう一度、本事業は

考え直した方が良い。内容が昨年度からあまり変わ

っていないので、頑張って就農する人数を増やすべ

きである。原点に戻って事業の再構築をお願いした

い。  

「カルチャー的な感じでも仕方がない」という考え

はなく、農業委員会の遊休農地対策活動など他の事業

と共に遊休農地の解消と抑制のための総合的な方策

としての必要な事業であると考えています。  

ただし、今後も継続して事業運営を行ってまいりま

すが、現在の研修レベルを維持しつつ、コスト感覚を

もって運営方法や人員配置などの見直しを行い、事業

コストを削減しました。  
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成

就農者を含めた農業従

者

事者を増やしていくこ

佐

とが必
(できなか 

要

竹

となる。
 ったこと)

　

指標名称（単位）
実績

克

値 目標値

２１年度 ２２

仁

年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 遊休農地の解消面積（抑制面積を含む） 1.4 4.2 9.4 10.7 15.9
指標 （ha）
成果 出荷・販売を行う研修修了生数 － 2 5 8 10
指標 （人）

　研修内容や期間、対象者など各団体によって異なるが、農業塾などの農業研修を実施している団体は、愛
他市との 知県内で３２団体（市町２２、ＪＡ８、法人２）あり、そのうち１３団体（市１０、ＪＡ２、法人１）が農
比較検証 業の担い手を育成する研修を実施している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,942 15,435 14,457 15,596 合計 14,456,671 円
賃金 8,195,700 円

財
　
源

特定財源 420 420 420 450 報償費 90,000 円
需用費 2,056,972 円

一般財源 13,522 15,015 14,037 15,146 役務費 228,376 円
委託料 1,102,392 円

職員人件費　② 0 5,799 5,743 5,994 使用料及び賃借料
2,775,631 円

総事業費（①＋②） 13,942 21,234 20,200 21,590 公課費 7,

Ｄ

600 円

建
設
事
業

全

　

体事業費 0 ２３年度特

　

定財源名称

２３年度迄

　

の累積事業費 0 講座受

Ｏ

講料

２５年度以降の事

　

業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 産業振興

基本施策 農

刈

業
施策体系

施策の内容

谷

農業に親しむライフス

市

タイルの推進

目
　
　
　

事

的

　野菜作り研修を実

務

施し、畑作の農業後継

事

者

主
た
る
内
容

　刈谷生

業

きがい楽農センターの

評

施設及び実習
を育成す

価

ることで遊休化が見込

シ

まれる畑作地 農地を管

ー

理し、農業研修を実施

ト

する。
帯の遊休農地の

（

解消と抑制を図る。 所

様

 在 地：刈谷市西境

式

町花池8－2
研修概要

１

：座学1回／月、実習

）

2回／週
研修期間：1

会

年間
定　　員：20人

計

受 講 料：21,0

名

00円

位
置
づ
け

関連計

担

画 農業経営基盤の強化

当

の促進に関する基本構

部

想

根拠法令  

対象者 2

経

0歳以上の市民 事業期

済

間 平成２０年度 ～

実施

環

方法 ■直営　□委託　

境

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

一般会計
刈谷生き

Ｂ

が

　
事
　
業
　
実
　
績

２１

い

年度実績 ２２年度実績

楽

２３年度実績 ２４年度

農

計画

　第2期生20人

セ

に野菜作り研修　第3

ン

期生20人に野菜作り

タ

研修　第4期生20人

ー

に野菜作り研修　第5

運

期生20人に野菜作り

営

研修
を実施した。 を実

事

施した。 を実施した。

業

を実施する。
（対象年

担

齢を「50歳以上」か

当

ら「20歳以上」に引

課

き下げ）

　野菜作り研

農

修を実施し、研修修了

政

者は出荷・販売が可能

課

なレベルの農業の栽培

款

技術を身に付けること

項

ができた。また研

成果

目

修修了者に実践の場と

課

して市民農園をあっせ

等

んした。

(できたこと

長

) 　親子農業体験教室

名

及び農産物加工教室の

鈴

会場として農場や加工

木

室を提供した。

　研修

　

修了者がすぐに大規模

康

な農業経営を始められ

則

るわけではないので、

6

即効性がない。
課題

　

1

遊休農地解消のために

3

は、生きがいとしての

作

農業だけでなく、退職
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事業名 創意ある学校づくり事業  担当 教育部学校教育課  No 20 

市の方針 ☐拡充  ☐現状維持  ☑改善・効率化  ☐縮小  ☐終期設定  ☐休止・廃止  

行政評価委員からの意見 委員の意見に対する市の考え方 

先回の評価から改善された点がたくさんあって

非常に良い。  

今後も改善に取り組んでまいります。  

最低のお金が毎年単年度で保証されて学校側が

自由に運用できるようにしないと、競争的資金で今

年はできて来年はできないとなり、教育の中身に関

わる問題となる。運用が問題だとすればきちんと精

査して改善すれば良いし、一律的な配分であっても

学校が裁量をして、年次計画として学校づくりをし

ていくようにしないと、教育としての継続性がなく

なる。活動を恒常的に各学校で担保していく事を考

えないと、教育の質の低下につながるので、最低額

から増額した上で一律配分の問題点を検討するこ

とを考えてほしい。  

各学校から提出される事業計画は、毎年その学校が

継続的に行っている内容と、新たに取り組む内容の２

つから構成されています。  

「継続的」な内容に関する部分については、その都

度内容の見直し、精査は行うものの、特に大きな変更

がなければ一定の予算を保障した配分を行うことと

し、「新規」の内容に関する部分については、その年

度の他校の事業等全体の取組の中で内容を精査し、傾

斜配分を行ってまいります。  

各校の取組内容が違うため、一律配分ではなく、そ

の学校の取組に対する最低額保障としてまいります。 

最低限必要な金額はあると思うので一律で均等

割りにして、そこに上乗せする部分については多少

めりはりを効かせても良いのではないか。各学校か

ら出てくるプロジェクトの中で良いものを一番に

して予算も一番高く取るといった形の方が良いと

思う。  

刈谷市の教育委員会として、どういう考え方で予

算配分をしたのかを説明できるようにお願いした

い。  

成果指標が空欄になっているところがあるが、知

恵を出して成果指標を出してほしい。それを出すこ

と自身がこの事業の目的で、市民に対して政策目的

を明確に表すことが重要な過程になる。  

成果指標を設定しました。  

「継続的な実施により学校の特色が明確になった学

校数」  
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野

あい教室の開設など 音

　

楽や劇、語り聞かせ等

昌

で心
備や加藤与五郎劇

孝

の実施など を耕すなど
　全ての小中学校において、それぞれの校区の良さを生かして「創意ある学校づくり」を実践している。

成果 　こうした取り組みを通して、教育内容を充実させることができたり、その道のプロである外部講師を活用した体験活動

(できたこと) を取り入れ、本物志向をより充実させたりして、心豊かでたくましい児童生徒の育成を図ることができている。

　また、各校から提出された計画書をもとに予算を配分し、予算の有効活用をした。

　より事業の質を高めるために、本来の事業目的について、実践している事業内容を学校間で共有し、情報交換をする場
課題

を設ける。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 外部講師の活用実績【延べ数】 19 21 21 21 21
指標 （校）
成果 継続的な実施により学校の特色が明確になった学校 － － － 15 19
指標 数（校）

　学習指導要領において、学校教育活動を進めるに当たっては、各学校が、児童生徒に生きる力をはぐくむ
他市との ことを目指し、創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で、個性を生かす教育の充実に努めなけ
比較検証 ればならないとされており、各市教育委員会では同様の事業が行われているが、地域や学校及び児童生徒の

実態等に応じて、学校の創意工夫を生かした実施をすべきであるため、一概に比較検討することは

Ｄ

難しい。

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　

Ｃ
　
事
　
業

　

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

実

円
２１年度 ２２年度 ２

　

３年度 ２４年度 ２３年

　

度

（決算） （決算） （

施

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 12,

　

900 12,900 1

∨

2,900 12,900 合計 12,900,000 円
委託料 12,900,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 12,900 12,900 12,900 12,900

職員人件費　② 0 797 933 1,349

総事業費（①＋②） 12,900 13,697 13,833 14,249

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

　

文化

基本施策 学校教育

刈

施策体系
施策の内容 教

谷

育内容の充実

目
　
　
　

市

的

　継続的に「創意あ

事

る学校づくり」を実践

務

し

主
た
る
内
容

　各学校

事

が、地域と連携したり

業

、講師を招い
ていくこ

評

とにより、教育水準の

価

向上を図ると たりして

シ

、それぞれに特色を出

ー

した行事等を
同時に心

ト

豊かな児童生徒の育成

（

を図る。 運営する。

位

様

置
づ
け

関連計画

根拠法

式

令 学習指導要領

対象者

１

小中学校 事業期間 平成

）

９年度 ～

実施方法 □直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２１年度実績

計

２２年度実績 ２３年度

創

実績 ２４年度計画

　小

意

学校15校と中学校６

あ

校が 　小学校15校と

る

中学校６校が 　小学校

学

15校と中学校６校が

校

　小学校15校と中学

づ

校６校が
本物体験や感

く

動体験を中心と 本物体

り

験や感動体験を中心と

事

本物体験や感動体験を

業

中心と 本物体験や感動

担

体験を中心と
した活動

当

に取り組み、特色あ し

課

た活動に取り組み、特

学

色あ した活動に取り組

校

み、特色あ した活動に

教

取り組み、特色あ
る学

育

校づくりに尽力した。

課

同 る学校づくりに尽力

款

した。同 る学校づくり

項

に尽力した。同 る学校

目

づくりに尽力する。同

課

時に心豊かな児童生徒

等

の育成 時に心豊かな児

長

童生徒の育成 時に、心

名

豊かな児童生徒の育 時

稲

に、心豊かな児童生徒

生

の育
を図った。 を図っ

　

た。 成を図った。 成を

修

図る。
【取り組み例】

一

【取り組み例】 【取り

 

組み例】 【取り組み例

1

】
　夏祭りや芸能大会

0

への和太 　竹炭づくり

1

のため、岩ヶ池 　地域

3

の方を講師に招いた親

作

　小学1年生からの英

成

語活動や
鼓演奏による

者

参加など 周辺の竹の伐

木

採による環境整 子ふれ
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